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令 和 4 年 3 月 2 5 日 

地 震 調 査 研 究 推 進 本 部 

地 震 調 査 委 員 会 

 

日向灘及び南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評価（第二版） 

 

 

フィリピン海プレートが沈み込む安芸灘、伊予灘、豊後水道、日向灘及び南西諸島周辺

の地域では、過去に大地震が数多く発生していることが知られている。本報告書は、図１

に示された領域を対象とし、各領域で発生すると考えられる地震の発生様式（タイプ）と

その発生の可能性等について、長期的な観点から評価して取りまとめたものである。評価

に当たっては、これらの領域に発生した地震についてこれまで行われた調査研究の成果を

参考にした。 

 

１ はじめに 

日向灘及び南西諸島海溝周辺では、日本列島が位置する上盤側（陸側）のプレート1の下

方に、フィリピン海プレートが南東方向から沈み込んでいる。二つのプレートの境界やプ

レートの内部では、蓄積されたひずみを解放するために大きな地震が高い頻度で発生して

いる。 

地震調査委員会は、これまでに海溝型地震の長期評価を行ってきており、日向灘及び南

西諸島海溝周辺の地震活動については、「日向灘および南西諸島海溝周辺の地震活動の長

期評価」（平成16年公表）として取りまとめた。その後に発生した平成23年（2011年）東

北地方太平洋沖地震（以下、「東北地方太平洋沖地震」と呼ぶ）を受け、従来の長期評価

手法を見直し、新たな手法の検討を進めているところである。「南海トラフの地震活動の

長期評価（第二版）」（平成25年公表）、「相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（第二版）」

（平成26年公表）、「千島海溝沿いの地震活動の長期評価（第三版）」（平成29年公表）、「日

本海溝沿いの地震活動の長期評価」（平成31年公表）では、地震の多様性や情報の不確実

性を考慮する新たな長期評価手法を試行した。しかしながら、海溝型地震全般に適用でき

る新たな長期評価手法については検討途上である。 

平成16年の長期評価公表以降、日向灘及び南西諸島海溝周辺では、調査観測・研究が大

きく進展し、長期評価に有用なデータが蓄積されつつある。特に、南西諸島海溝周辺では、

地震活動や地下構造に関する知見のほか、大きな被害をもたらした大地震や津波に関する

知見が蓄積されてきている。そこで、長期評価手法の検討途上ではあるが、これまでに得

られた新しい調査観測・研究の成果を取り入れ、その評価を改訂することとした。 

本評価では、以下の点に留意した。 

① これまで考えられてきた固有地震モデルに固執することなく、発生し得る地震の多

様性を考慮した評価を試みる。その中には、過去に発生した地震よりも規模の大き

なものが含まれ得る。 

② 不確実性が大きな情報も、これに伴う誤差やばらつき等を検討した上で、評価に活

用する。 

③ データの不確実性などにより、解釈が分かれる場合は、複数の解釈について併記す

る。 

本評価は、主文と説明文から構成される。主文は、日向灘及び南西諸島海溝周辺の地震

 
1 西南日本及び南西諸島の近海から、日本海・東シナ海を経て中国大陸（ユーラシア大陸）に至る広大

な領域は、一つないし複数の大陸プレートから構成されている。本評価では、このプレートの下に南

東側から沈み込むフィリピン海プレートと対比する意味で、西南日本及び南西諸島が載っているプ

レートを「上盤側（陸側）のプレート」と呼ぶ。 
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活動の長期評価を簡潔にまとめた。説明文では、地震活動に関する複数の学説や、それら

の不確実性等を含め、評価内容を詳細にまとめた。 
 

２ 評価対象領域について 

日向灘は南海トラフの西端に位置する。南西諸島海溝は九州・パラオ海嶺から台湾東方

沖に至る細長い溝状の地形であり、北端は南海トラフと連続している。 

本評価では、地形（幾何形状）の変化、力学条件の変化、既往の大地震の震源域、現在

の地震活動等を考慮し、評価する地震の発生様式（タイプ）（３ 評価対象地震について

を参照）に応じて、評価対象領域を以下のとおり定義した（図１）。 

日向灘周辺 

・日向灘 

・安芸灘～伊予灘～豊後水道 

・九州中央部 

南西諸島海溝周辺 

・南西諸島周辺 

・与那国島周辺 

・南西諸島北西沖 

 

３ 評価対象地震について 

３－１ 地震の発生様式（タイプ） 

日向灘及び南西諸島海溝周辺で発生する海溝型地震の発生様式（タイプ）は以下の二つ

に分類される。発生様式（タイプ）の模式図を図２に示す。 

 

プレート間地震 

二つのプレートの境界面が破壊される（ずれる）ことによって発生する地震を「プレー

ト間地震」と呼ぶ。本評価では、上盤側（陸側）のプレートとその下に沈み込んだフィリ

ピン海プレートの境界で発生する地震のことを指す。 

 

プレート内地震 

プレートの内部が破壊されることによって発生する地震を「プレート内地震」と呼ぶ。

本評価では、フィリピン海プレートの内部で発生する地震のことを指す。プレート内地震

は、さらに海溝から沈み込んだプレートの内部で発生する地震2と、海溝軸より外側のプ

レート内部で発生する地震とに大別される。 

海溝から沈み込んだプレートの内部で発生する地震について、安芸灘～伊予灘～豊後水

道から南西諸島北西沖にかけての深さ約150km以浅3の沈み込んだプレート内で発生する

地震のうち、プレート間地震や上盤側（陸側）のプレート内で発生する地震と区別可能と

考えられる深さで発生し、沈み込んだプレート内で発生したことが明らかな地震を、本評

価では「沈み込んだプレート内のやや深い地震」として区別して扱う。 

また、海溝軸よりも南東側のフィリピン海プレートの内部で発生する地震について、本

評価では「海溝軸外側の地震4」と呼ぶ。 

 

なお、上盤側（陸側）のプレートの内部が破壊されることによって発生する地震もある。

本評価では「上盤側（陸側）のプレート内の地震」と呼ぶ。 

 
2 地震学では一般にスラブ内地震と呼ばれる。 
3 本地域周辺で過去に発生した被害地震のうち、震源が最も深い地震を参考に設定した。 
4 地震学では一般にアウターライズ地震と呼ばれる。 



 

3 

 

３－２ 本評価における評価対象地震 

評価対象とする地震を、地震の発生様式（タイプ）や規模を考慮して分類した。 

 

地震の発生様式（タイプ） 

本評価では、プレート間地震及びプレート内地震を評価対象とした。ただし、日向灘及

び南西諸島海溝周辺では、震源決定精度に問題があり、特に地震観測網の展開が不十分で

あった時期に発生した地震については、これらの発生様式（タイプ）を区別して評価する

ことが困難である。そのため、本評価では、沈み込んだプレート内で発生したことが明ら

かな「沈み込んだプレート内のやや深い地震」を除き、プレート間地震とプレート内地震

を区別せずに評価することとする。特に、南西諸島海溝周辺においては、おおむね南西諸

島より南東側で発生する地震5に関して、プレート間地震とプレート内地震の区別はもと

より、それらの地震と上盤側（陸側）のプレート内の地震を区別することも困難な場合が

ある。そのため、南西諸島海溝周辺の南西諸島より南東側で発生する地震について、本評

価ではプレート間地震及びプレート内地震を評価対象とするが、評価対象とした地震の中

には上盤側（陸側）のプレート内の地震が含まれている可能性がある。 

 

地震の規模 

本評価では、「沈み込んだプレート内のやや深い地震」を除き、おおむねマグニチュー

ド（M）68程度の地震を「巨大地震7」と呼び、それらよりも規模が小さいM7.0以上の地震

を「ひとまわり小さい地震」と呼び、それぞれを評価対象とした。なお、プレート間地震

のうち、東北地方太平洋沖地震のような低頻度で発生するM9クラスの超巨大なプレート間

地震を「超巨大地震8」と呼ぶが、本評価では長期評価に必要な科学的知見の収集・整理が

現時点では不十分と判断し、評価しなかった。 

沈み込んだプレート内のやや深い地震については、M7.0以上の地震を評価した。ただし、

安芸灘～伊予灘～豊後水道で発生する地震については、平成13年（2001年）芸予地震（M6.7）

により死傷者を伴う被害が発生していることから、この領域に関してはM6.7以上の地震を

評価対象とした。 

なお、本評価は日向灘及び南西諸島海溝周辺で発生する比較的規模の大きい地震を対象

とするが、陸地の地震動（揺れ）や津波の高さは地震の規模だけでなく、震源の位置や深

さ等によって変わるため、必ずしも本評価の対象地震全てが被害をもたらすとは限らない。

 
5 プレート間地震はある一定の深さ以上では発生しにくいことが知られている。瀬野（1995）等で述べ

られているように、上盤側（陸側）のプレートの厚さよりも深いところでは、沈み込んだプレート上

面がアセノスフェアと接しているため、プレート間地震が発生しないと考えられる。そのため、おお

むね南西諸島より北西側で発生する地震は、震源の深さから沈み込んだプレート内の地震か上盤側

（陸側）のプレート内の地震かを区別することが可能である。 
6 地震の規模を表すマグニチュードには複数の種類があり、同じ地震でも種別により値が異なる。代表

的なものに、気象庁が国内の地震計で観測した地震波の最大振幅を使って算出するマグニチュード

（M）、地震計で観測した地震波全体を用いて求める震源の物理的な規模を表す地震モーメントという

量を使って算出するモーメントマグニチュード（Mw）がある。また、解析手法も複数あり、同じ地震

でも、手法や観測データが異なれば値も異なり、不確実性がある。 
7 「巨大地震」の明確な定義はない。しかし、地震学では M8を超える地震を巨大地震と呼ぶことが多

く、また、宇津・他（1987）は「M7 3/4程度以上から巨大地震と呼んでも慣行に反することはない」

と述べている。本評価でも、対象領域内で過去に発生した大地震の中でも相対的に規模の大きな地震

であることを示すために「巨大地震」という言葉を用いた。 
8 超巨大地震の表現は地震調査研究推進本部の「地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測

量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策（第３期）－（令和元年 5月 31日公

表）」に従った。 
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逆に、震源が陸域に近い場合は、評価対象より規模が小さくても被害が発生する可能性が

ある。 
 

評価対象領域（２ 評価対象領域についてを参照）、地震の発生様式（タイプ）、規模を

踏まえ、本評価では以下の地震を評価する。 

日向灘周辺 

・日向灘の巨大地震 

・日向灘のひとまわり小さい地震 

・安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

・九州中央部の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

南西諸島海溝周辺 

・南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震 

・南西諸島周辺のひとまわり小さい地震 

・与那国島周辺のひとまわり小さい地震 

・南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

 

また、発生領域は特定できないが、1771年八重山地震津波タイプについても別途評価す

る。 

 

４ 地震の発生領域及び震源域の形態 

４－１ 地震の発生領域について 

いずれの評価対象領域においても、ほぼ同一の震源域で繰り返し発生している大地震は

知られていないため、それぞれの評価対象領域のどこかで発生するものとした。なお、南

西諸島海溝周辺で発生する巨大地震については、南西諸島周辺及び与那国島周辺の領域内

のどこかで発生する可能性があると考えた。また、1771年八重山地震津波タイプについて

は発生領域を特定できない。 

評価対象地震ではないものも含めて、近年発生した大地震の震央分布を図３－１～３に

示す。 

 

４－２ 過去の地震について 

地震観測記録及び歴史記録の中に記述された津波の記録、震度分布等に基づく調査研究

成果を吟味し、日向灘及び南西諸島海溝周辺の主な地震を表１のように整理した。 

日向灘及び南西諸島海溝周辺で発生した巨大地震、安芸灘～伊予灘～豊後水道や九州中

央部にかけて発生した沈み込んだプレート内のやや深い地震については、仮に16世紀以前

に発生していたとしても、資料の不足により、地震を見落としている可能性が高い。また、

日向灘及び南西諸島海溝周辺で発生したひとまわり小さい地震や南西諸島北西沖の沈み

込んだプレート内のやや深い地震については、気象庁震源カタログ9が整備されている

1919年より前の地震について、その規模や発生場所によっては顕著な被害を伴わず、地震

を見落としている可能性がある。南西諸島のいくつかの島々において確認されている隆起

痕跡は過去の地震履歴を記録している可能性があるが、地震の発生領域や発生様式（タイ

 
9 1997年 10 月 1日以降の気象庁震源カタログには、気象庁の観測データのほか、国立研究開発法人防

災科学技術研究所、北海道大学、弘前大学、東北大学、東京大学、名古屋大学、京都大学、高知大

学、九州大学、鹿児島大学、国立研究開発法人産業技術総合研究所、国土地理院、国立研究開発法人

海洋研究開発機構、公益財団法人地震予知総合研究振興会、青森県、東京都、静岡県、神奈川県温泉

地学研究所、2016年熊本地震合同観測グループのオンライン臨時観測点（河原、熊野座）、米国大学間

地震学研究連合（IRIS）の観測点（台北、玉峰、寧安橋、玉里、台東）の地震観測データを用いてい

る。 
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プ）、規模を推定するための十分な資料が得られていない。以下ではこれらのことを考慮

した。 

 

４－２－１ 日向灘周辺の過去の地震 

（１）日向灘を震源域とする地震 

日向灘の巨大地震 

17世紀以降、日向灘のみを震源域とした巨大地震は知られていない。ただし、1662年

に発生した地震（M7.6）に伴って発生した津波は、日向灘のひとまわり小さい地震とし

て評価した他の地震に伴う津波に比べて大きかったことが指摘されており、この地震が

日向灘のみを震源域とした巨大地震であった可能性がある。日向灘の巨大地震の発生領

域、震源域の形態、発生間隔等は表２－１にまとめた。 

 

日向灘のひとまわり小さい地震 

17世紀以降現在までに、日向灘ではM7.0以上の地震が、先述の1662年に発生した地震

（M7.6）を含めて8回知られており、特に気象庁震源カタログが整備されている1919年

以降には5回（1931年、1941年、1961年、1968年、1984年）発生したことが知られている。

これらの地震では死傷者を伴っており、このうち1968年の地震（M7.5）では津波による

被害も発生した。日向灘のひとまわり小さい地震の発生領域、震源域の形態、発生間隔

等は表２－２にまとめた。 

 

（２）日向灘以外も震源域に含む地震 

南海トラフのM8～9クラスの地震 

「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」では、南海トラフで発生するM8～9ク

ラスの地震の震源域の一部に日向灘が含まれ得るものとして評価している。同評価では、

1707年の宝永地震（M8.6）では、日向灘も震源域に含まれていた可能性があるとしてい

る。 

 

（３）その他の地震 

安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレート内で発生したやや深い地震には、死

傷者を伴った1905年の芸予地震（M7.2）や平成13年（2001年）芸予地震（M6.7）などが

ある。17世紀以降現在までにM6.7～7.4の地震が7回（1649年、1686年、1749年、1854年、

1857年、1905年、2001年）発生している。安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレー

ト内のやや深い地震の発生領域、震源域の形態、発生間隔等は表２－３にまとめた。 

 

九州中央部の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

17世紀以降現在までに発生したことが知られているM7.0以上の地震は1909年の地震

（M7.6）の1回である。この地震では死傷者を伴う被害が発生した。九州中央部の沈み

込んだプレート内のやや深い地震の発生領域、震源域の形態、発生間隔等は表２－４に

まとめた。 

 

日向灘の海溝軸外側の地震 

日向灘の海溝軸外側では、過去に顕著な被害を伴う地震が発生したことは知られてい

ない。 

 

４－２－２ 南西諸島海溝周辺の過去の地震 

（１）南西諸島海溝沿いを震源域とする地震 



 

6 

南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震 

17世紀以降現在までに南西諸島周辺及び与那国島周辺で発生した巨大地震として、

1911年の喜界島地震（M8.0）が知られている。この地震では津波を伴い、死傷者を伴う

被害が発生した。南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震の発生領域、震源域の形態、

発生間隔等は表２－５にまとめた。 

 

南西諸島周辺のひとまわり小さい地震 

気象庁震源カタログが整備されている1919年以降、M7.0以上の地震が4回（1923年、

1998年、2002年、2010年）発生したことが知られている。このうち、1998年、2002年、

2010年の地震では津波を伴い、2010年の地震では負傷者を伴う被害も発生した。南西諸

島周辺のひとまわり小さい地震の発生領域、震源域の形態、発生間隔等は表２－６にま

とめた。 

 

与那国島周辺のひとまわり小さい地震 

気象庁震源カタログが整備されている1919年以降、M7.0以上の地震が12回（1919年、

1920年、1922年、1924年、1951年10月22日6時34分、1951年10月22日13時28分、1951年11

月25日、1966年、1972年1月25日11時6分、1972年1月25日12時41分、1972年4月24日、2002

年）発生したことが知られている。このうち、1966年の地震（M7.3）では与那国島で死

傷者を伴う被害が発生した。与那国島周辺のひとまわり小さい地震の発生領域、震源域

の形態、発生間隔等は表２－７にまとめた。 

 

（２）その他の地震 

南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

気象庁震源カタログが整備されている1919年以降、M7.0以上の地震は3回（1947年、

1958年、1959年）発生したことが知られている。このうち、1947年の地震（M7.4）と1958

年の地震（M7.2）では日本国内で死傷者を伴った。南西諸島北西沖の沈み込んだプレー

ト内のやや深い地震の発生領域、震源域の形態、発生間隔等は表２－８にまとめた。 

 

1771年八重山地震津波タイプ 

津波石等の津波堆積物に関する調査から、先島諸島においては過去に大小様々な津波

が襲来していたことが明らかになっている。その中でも、1771年に発生した八重山地震

津波（M7.4、Mt108.5）では、地震動による被害は記録されていないものの、先島諸島に

最大約30mの高さの津波が押し寄せ、1万人を超える死者・行方不明者を伴った。石垣島

などでは、津波に伴って沿岸に打ち上げられたサンゴ礁の岩塊（一般に「津波石」と呼

ばれている）の分布と年代測定から、過去にも同様な規模の津波が繰り返し発生したと

考えられている。砂質津波堆積物の年代測定結果から、過去約2,000年間に1771年の津

波と同規模以上の津波が、1771年を含めて少なくとも3回発生したという指摘もあるが、

いずれも津波の主因は明らかではない。 

 

５ 将来の地震について 

「長期的な地震発生確率の評価手法について」（地震調査委員会，2001a）11に基づき、
 

10 Mtは津波マグニチュードで、津波の高さの空間分布を使って算出する地震の大きさの指標である。

Mt を決める計算式の係数は、Mtがモーメントマグニチュード Mwと同じになるように決められている

（Abe, 1981）。Mtは津波の遡上高をデータとして工夫して用いることで、潮位観測データがない歴史

地震にも適用可能（阿部，1999）であり、歴史地震の Mwを推定する上で信頼性が高い。 
11 ある事象に関して、過去の時系列データから将来の発生確率を予測する統計的な手法において、事

象が発生するごとに状況が更新される（振り出しに戻る）ものを更新過程と呼ぶ。そのうち事象が偶
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評価時点（令和4年1月1日）での将来の地震発生確率を算出した。本評価で対象としたい

ずれの領域でも、ほぼ同一の震源域で繰り返し発生している大地震が知られていないため、

４ 地震の発生領域及び震源域の形態で過去の地震の発生履歴から発生頻度を求めてい

る領域について、ポアソン過程を用いて次の地震の発生確率を算出した。また、次の地震

の規模は過去に発生した地震の規模を参考にして判断した。 

個々の評価は以下のとおりである。 

 

５－１ 日向灘周辺の次の地震 

（１）日向灘を震源域とする地震 

日向灘の巨大地震 

日向灘では、17世紀以降、当該領域内のみを震源域とする巨大地震の発生は知られて

いない。ただし、本評価で日向灘のひとまわり小さい地震に分類している1662年の地震

（M7.6）について、その地震に伴う津波は、他の日向灘のひとまわり小さい地震として

評価した地震に伴う津波に比べて大きかったことが指摘されている。以上から、今後、

日向灘のみを震源域とするM8程度の巨大地震が発生する可能性はあるものの、将来の地

震の発生確率は不明とした（表３－１）。 

 

日向灘のひとまわり小さい地震 

前回の評価では、日向灘で発生するプレート間地震について、M7.6程度の地震とM7.1

程度の地震を別々に評価していた。本評価では、他の海域の長期評価における評価対象

地震の規模を参考にして、両者を統合して評価するほか、プレート間地震とプレート内

地震を区別せず、「日向灘のひとまわり小さい地震」として評価した。 

1919年1月1日以降、評価時点までの間にM7.0～7.5程度の地震が5回発生した。ポアソ

ン過程を用いて推定すると、今後30年以内の地震発生確率は80％程度である（表３－２）。 

 

（２）日向灘以外も震源域に含む地震 

南海トラフのM8～9クラスの地震 

この地震は「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」で評価済みである。評価の

詳細については「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」を参照されたい12。 

 

（３）その他の地震 

安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

17世紀以降、評価時点までの間にM6.7～7.4程度の地震が7回発生した。ポアソン過程

を用いて推定すると、今後30年以内の地震発生確率は40％程度である（表３－３）。 

 

九州中央部の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

17世紀以降、評価時点までの間にM7.0～7.5程度の地震が1回発生した。今後、この地

震と同程度の規模の地震が領域内のどこでも発生する可能性はあるものの、発生頻度が

 

発的に起こる（すなわち事象の単位時間あたりの発生回数が最新事象からの経過時間によらず一定

な）モデルをポアソン過程と呼ぶ。一方、過去の時系列データのうち最新発生時期が分かっている場

合には、事象の性質に応じて将来の予測をするモデルがいくつか提唱されており、地震による応力解

放とプレート運動による応力蓄積の物理的過程と調和的な BPT分布モデルがある。地震調査委員会

（2001a）では、最新の活動時期が分かっており、特定の地域で繰り返し発生する可能性があると評価

した地震の系列に対しては BPT分布モデルを採用し、それ以外の場合はポアソン過程を採用すること

としている。 
12 令和 4年 1月 1日現在の今後 30年以内の地震発生確率は 70％～80％と評価されている（地震調査委

員会，2022a）。 
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不明であることから、次の地震の発生確率は不明とした（表３－４）。 

 

日向灘の海溝軸外側の地震 

17世紀以降、日向灘の海溝軸外側で発生した顕著な被害を伴う地震は知られていない

ことから、将来の地震の規模・発生確率は不明とした。南西側に隣接する南西諸島海溝

沿いでは、1998年にM7.7の地震（南西諸島周辺のひとまわり小さい地震として評価）が

海溝軸外側で発生している一方、北東側に隣接する南海トラフ沿いでは過去にトラフ軸

外側で発生したことが明らかな大地震は知られていない。 

 

５－２ 南西諸島海溝周辺の次の地震 

南西諸島海溝周辺においては、評価に使用する地震カタログによって個々の地震の震

源や規模が異なり、評価対象となる地震及びそれらから算出される発生頻度も異なるた

め、他の評価に比べて評価結果の不確定性が大きい。異なる地震カタログを使用して地

震発生確率を試算した結果は説明文に併記した。 

（１）南西諸島海溝沿いを震源域とする地震 

南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震 

17世紀以降、評価時点までの間に南西諸島周辺及び与那国島周辺で発生した巨大地震

は1911年の喜界島地震（M8.0）の1回のみである。今後、この地震と同程度の規模の地震

が領域内のどこでも発生する可能性はあるものの、発生頻度が不明であることから、次

の地震の発生確率は不明とした（表３－５）。なお、当該領域については評価対象領域

としてさらに細分化するだけの科学的知見がないため広大な領域設定となっている。仮

に当該領域における地震の発生確率を算出したとしても、当該領域内に散在する島嶼近

傍において発生し被害を及ぼしうる地震の発生確率と大きく異なると考えられる。 

 

南西諸島周辺のひとまわり小さい地震 

1919年1月1日以降、評価時点までの間にM7.0～7.5程度の地震が4回発生した。ただし、

地震活動等の知見に基づいた領域の細分化が困難であったために広大な領域設定と

なっており、当該領域における地震の発生確率は、当該領域内に散在する島嶼近傍にお

いて発生し被害を及ぼしうる地震の発生確率と大きく異なると考えられることから、次

の地震の発生確率は不明とした（表３－６）。 

 

与那国島周辺のひとまわり小さい地震 

1919年1月1日以降、評価時点までの間にM7.0～7.5程度の地震が12回発生した。ポア

ソン過程を用いて推定すると、今後30年以内の地震発生確率は90％程度以上である（表

３－７）。なお、プレート間地震とプレート内地震を区別せずに評価しているが、評価

した地震の中には上盤側（陸側）のプレート内の地震も含まれている可能性があり、上

記の地震発生確率は高めに見積もられている可能性がある。 

 

（２）その他の地震 

南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

1919年1月1日以降、評価時点までの間にM7.0～7.5程度の地震が3回発生した。ポアソ

ン過程を用いて推定すると、今後30年以内の地震発生確率は60％程度である（表３－８）。 

 

1771年八重山地震津波タイプ 

津波石等の津波堆積物に関する調査から、先島諸島においては過去に大小様々な津波

が襲来したことが明らかになっている。その中でも顕著な被害を伴う巨大な津波が襲来

したことが歴史記録に残っているのは1771年八重山地震津波である。1771年八重山地震
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津波については地震動を伴ったことは歴史記録に残っているが、大規模な津波が発生し

た原因については、地震に伴う海底地すべりや津波地震、分岐断層の活動等の複数の説

が提唱されており、現時点で結論は得られていない。また、津波堆積物からは、先島諸

島では過去約2,000年間に1771年の津波と同規模以上の津波が、1771年の津波を含めて

少なくとも3回発生しており、1771年の津波より小さな規模の津波も含めればより高い

頻度で津波が発生しているということも指摘されている。しかしながら、これらの津波

の主因は明らかではないため、発生領域を特定することも困難である。よって、1771年

の津波も含めて津波の原因となった地震像が明らかではなく、地震活動として評価する

ことが現時点では困難であることから、本評価では発生確率を評価しなかった。次の地

震の規模については、1771年の津波と同規模以上の津波が過去に複数回発生していた可

能性を踏まえ、1771年八重山地震津波の津波マグニチュードを参考にして、Mt8.5程度

と評価した。なお、このタイプの津波によると思われる津波堆積物は現時点では先島諸

島でのみ報告されている。 

 

６ 今後に向けて 

過去に発生した大地震の地震像解明 

1662年の日向灘の地震については、他のひとまわり小さい地震に比べて、地震に伴う津

波が大きかったことが知られていることから、本評価ではこの地震が巨大地震の可能性が

あるとした。1662年の地震に関しては、地震動・津波被害の歴史記録や津波堆積物の分布

を説明するための研究は実施されているが、その具体的な規模や発生場所については依然

として明らかではない。 

1771年の八重山地震津波の発生要因としては、地震に伴う海底地すべり、津波地震、分

岐断層等の説が提唱されている。津波石をはじめとする津波堆積物の研究成果が蓄積され

たことにより、先島諸島では1771年と同規模以上の津波が繰り返し発生したとみられるこ

とがわかってきたが、津波の原因は明らかではない。このほか、1771年の津波より規模が

小さいものの、より高い頻度で津波が繰り返し発生していることも指摘されているが、こ

れらの原因も不明である。 

南西諸島海溝の超巨大地震やそれに伴う津波については、津波堆積物に関するこれまで

の研究成果によると、奄美群島では過去約2,300年間、沖縄諸島では過去約3,500年間には

大きな津波は襲来していないとみられることがわかってきているが、それ以上の発生間隔

で過去に発生してきたか、あるいは、今後発生し得るかは十分に解明されていない。 

本評価で対象とした地域の一部においては、海岸段丘などの隆起痕跡が確認されており、

その中には過去の地震性隆起の履歴を記録している可能性があるものも含まれる。しかし、

それらの隆起の原因となった地震の発生領域や発生様式（タイプ）、規模を推定するため

の十分な資料が得られていない。 

上記のことから、南西諸島海溝周辺における津波石だけでなく、砂質津波堆積物や地震

性タービダイトなどの深海底堆積物、隆起痕跡、歴史記録など過去の大地震の痕跡データ

の網羅的な収集及びそれらに基づく地震像の解明を進めることが重要である。 

 

プレート間固着やプレート内応力分布の現状把握の高度化 

将来の地震発生可能性を予測するためには、地震発生履歴に基づいた統計的手法のみな

らず、プレート間固着やプレート内応力分布のモニタリングに基づく手法も重要である。

日向灘及び南西諸島海溝周辺では、陸域の連続観測により地震・地殻変動観測のデータの

蓄積が進んだこと、海域ではOBSやGNSS-Aによるキャンペーン観測が複数の海域で行われ

たことにより、通常の地震活動だけでなく、低周波地震やゆっくりすべりといったスロー

地震の時空間分布が把握されつつある。また、観測密度と機器性能の向上により高分解能

かつ高品質な構造探査が実施されており、沈み込むフィリピン海プレートの内部や上盤側
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（陸側）のプレートとの境界における構造や物性についての理解も進んでいる。今後は、

これらの調査観測をさらに進めることにより、プレート間固着やプレート内応力分布の現

状把握の高度化を図ることが重要である。 

 

不確実性を考慮した地震発生確率の計算手法の導入、地震の多様性を考慮した物理的モデ

ルの構築 

南西諸島海溝周辺は他の海域と比べて観測点の数や配置に困難さを抱えており、震源に

関する情報の信頼性は高くない。このことを踏まえると、長期評価の高度化に当たっては、

上記のような調査・観測だけでなく、自然現象である地震が内包する不確実性や観測技術・

期間に限りがあることによる不確実性をより反映できるような確率計算手法の導入や、地

震の多様性を考慮した物理的モデルの構築等が重要である。 

 

大地震の震源域となりうる領域を規定するための調査研究の推進 

本評価では、「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」と同様、南海トラフから南

西諸島海溝の全域にわたるプレート間地震については、長期評価に必要な科学的知見の収

集・整理が現時点では不十分と判断した。また、九州・パラオ海嶺を超えて日向灘を含む

南海トラフと南西諸島海溝が連動して発生する超巨大地震や南西諸島海溝沿いの広域を

震源域とする超巨大地震についても、長期評価に必要な科学的知見の収集・整理が現時点

では不十分であり、本地域における最大クラスの地震がどのような地震であるかも不明で

ある。したがって、これらの地震の長期評価については、今後、新たな知見やデータの収

集・整理を図ることにより、その評価が可能と判断されるに至った時点で実施することに

した。 

今後の長期評価の高度化に向けて、上に挙げたような過去に発生した大地震の地震像の

解明、地震・地殻変動観測から様々な時間スケールを持つ地殻活動の把握、構造探査によ

る構造や物性の理解、地震の多様性を考慮した物理的モデルの構築等を進めることが重要

である。 
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表１ 日向灘及び南西諸島海溝周辺で発生した主な地震のマグニチュード等 

対象地震及び

発生領域 
地震発生日時 

地震の 

平均発生間隔等 

地震規模注1 死傷者数注2 最 

大 

震 

度 
注3 

津 

波 

高 
注4 

Ｍ Ｍt Ｍw 
死者・

行方不

明者 

負傷者 

日向灘の巨大地

震注5 

 

 

        

日向灘のひとま

わり小さい地震
注6 

1662/10/31注5 

1769/ 8/29 

1899/11/25 

1931/11/ 2 

1941/11/19 

1961/ 2/27 

1968/ 4/ 1 
（1968年日向灘地震） 

1984/ 8/ 7 

1919年以降の103年間

に5回発生 

7.6 

7.8注7 

7.1 

7.1 

7.2 

7.0 

7.5 

 

7.1 

7.7 

7.2 

7.0 

7.3 

7.6 

7.5 

7.7 

 

6.9 

 

 

 

7.9 

8.0 

7.5 

7.5 

 

6.9 

多数 

有り 

0 

1 

2 

2 

1 

 

0 

多数 

有り 

0 

29 

18 

7 

15 

 

9 

 

 

 

5 

5 

5 

5 

 

4 

 

2～2.5 

0.2 

0.3 

0.6 

0.5 

3.1 

 

0.1 

安芸灘～伊予灘

～豊後水道の沈

み込んだプレー

ト内のやや深い

地震 

1649/ 3/17 

1686/ 1/ 4 

1749/ 5/25 

1854/12/26 

1857/10/12 

1905/ 6/ 2 
（1905年の芸予地震） 

2001/ 3/24 
（平成13年（2001年）芸

予地震） 

1600年以降の422年間

に7回発生 

7.0 

7.2 

6.8 

7.4 

7.3 

7.2 

 

6.7 

  

 

 

 

 

 

 

6.8 

有り 

有り 

- 

- 

有り 

11 

 

2 

- 

有り 

- 

- 

- 

177 

 

261 

 

 

 

 

 

 

 

6弱 

 

九州中央部の沈

み込んだプレー

ト内のやや深い

地震 

1909/11/10  7.6   2 有り   

南西諸島周辺及

び与那国島周辺

の巨大地震 

1911/ 6/15 
（喜界島地震） 

 8.0  7.9 12 26   

南西諸島周辺の

ひとまわり小さ

い地震 

1923/ 7/13 

1998/ 5/ 4 

2002/ 3/26 

2010/ 2/27 

1919年以降の103年間

に4回発生 

7.3 

7.7 

7.0 

7.2 

 

6.8 

6.7 

 

7.4 

7.5 

6.4 

7.0 

0 

 

0 

0 

0 

 

0 

2 

4 

3 

1 

5弱 

 

0.1 

0.1 

0.1 

与那国島周辺の

ひとまわり小さ

い地震 

1919/12/21 

1920/ 6/ 5 

1922/ 9/ 2 

1924/ 7/22 

1951/10/22  6:34 

1951/10/22 13:28 

1951/11/25 

1966/ 3/13 

1972/ 1/25 11:06 

1972/ 1/25 12:41 

1972/ 4/24 

2002/ 3/31 

1919年以降の103年間

に12回発生 

7.5 

7.4 

7.4 

7.2 

7.2 

7.0 

7.1 

7.3 

7.5 

7.2 

7.3 

7.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2 

6.8 

8.2 

7.7 

6.9 

7.5 

6.7 

7.8 

7.5 

7.3 

7.1 

7.0 

7.1 

 

0 

 

 

 

 

 

2 

0 

 

 

0 

 

0 

 

 

 

 

 

11 

0 

 

 

0 

2 

5 

2 

3 

3 

 

 

5 

3 

2 

1 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

痕跡 

 

 

0.1 

南西諸島北西沖

の沈み込んだプ

レート内のやや

深い地震 

1947/ 9/27 

1958/ 3/11 

1959/ 4/27 

1919年以降の103年間

に3回発生 

7.4 

7.2 

7.5 

  

7.2 

6.9 

5 

2 

 

- 

4 

 

5 

5 

4 

 

1771年八重山地

震津波タイプ 

1771/ 4/24 
（八重山地震津波） 

 7.4 8.5  12,000 多数  30 

 
注 1：Mの欄は、気象庁震源カタログ（1919年以降）、宇佐美・他（2013）及び宇津（1999）の表（1919

年より前）に記述された Mを採用することとした。1884年以前の Mの値は近代観測が行われる前のも
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のであり、1885年以降のものに比べ信頼性が劣る。宇津（1999）は、「1884 年以前の震央の緯度･経

度とマグニチュードは宇佐美（1996）によるが、同書に範囲として示されているものは範囲の中央値

を記入し、また分数は小数に直し小数点以下 1 桁で打ち切った。」としている。また、宇津（1999）

は、「1885～1980年の震源とマグニチュードは宇津（1982，1985）の表による。」としている。 

Mt は津波マグニチュード（阿部，1988，1999，2003）による。地震の規模を表すマグニチュード（M）

は、地震波（地震動）の大きさ（揺れの大きさ）の分布を使って算出するのに対して、津波マグニチュー

ドは、津波の高さの空間分布を使って算出する地震の大きさの指標である。Mt を決める計算式の係数

は、Mt がモーメントマグニチュード Mw と同じになるように決められている（Abe, 1981）。Mt は津

波の遡上高をデータとして工夫して用いることで、潮位観測データがない歴史地震にも適用可能（阿

部，1999）であり、歴史地震の Mwを推定する上で信頼性が高い。 
Mw はモーメントマグニチュードである。モーメントマグニチュードとは、震源の物理的な規模を表

す地震モーメントという量から決められるマグニチュードである。この欄には ISC-GEM Global 

Instrumental Earthquake Catalogue version 8.0（1904-2017）（Bondar et al., 2015；Di Giacomo 

et al., 2015，2018；International Seismological Centre, 2021；Storchak et al., 2013，2015）

を採用した。 

 

注 2：死傷者の欄は宇佐美・他（2013）、宇津（1999）、消防庁の資料による国内の総計である。表中

「－」は記録がないことを指しゼロとは限らない。 

 
注 3：震度は気象庁による国内の最大値である。1919 年以降に発生した地震のみ記載した。また、1996

年 9月以降、震度 5は震度 5弱と 5強に、震度 6は震度 6弱と 6強に分けられる。 

 

注 4：津波高は渡辺（1998）及び気象庁の地震月報（1999年以降）に記載された国内における最大の値

を記した。単位は m で、小数点 2 位を四捨五入している。最大全振幅記録であった場合は、値を 1/2

にして計算している。空欄は不明または記録なし。津波高については、波高、痕跡高、浸水高など測

定方法が様々で、手法によって同じ津波・地区でも高さが大きく異なる。また、推定値であるものも

あり、地形によって局所的に大きくなることがあるため、値は必ずしも最大とは限らず、そのほかの

記録に比べて不確実性が大きい。 

 

注 5：羽鳥（1985）は 1662 年 10月 31日の地震に伴う津波が日向灘で発生した最大級の津波であると述

べている。また、Ioki et al.（2020）は、この地震に伴う津波は、本評価で日向灘のひとまわり小さ

い地震として評価した他の M7 クラスの地震に伴う津波と比べて大きかったとしている。このことか

ら、この地震は日向灘の巨大地震であった可能性がある。 

 

注 6：日向灘では 1498年 7月 9日に地震があったという歴史記録があり、宇佐美（2003）、宇佐美・他

（2013）は、この地震について、信憑性が落ちるとしつつも「九州軍記」の記述に基づいて M7.0～7.5

の地震であったとしている。一方、原田・他（2017）は「九州軍記」の記述の信憑性を検討し、「九

州軍記」の記述のみを根拠としてこの地震が存在したとすることについて否定的な見解を示している。

そのため、本評価では日向灘のひとまわり小さい地震には分類しなかった。 

 

注 7：1769年 8月 29日の地震について、松浦・他（2003）は、翌々日の大風雨洪水のために地震に伴う

被害を過大に見積もっている可能性があり、震度分布から M7.2程度の地震であったと推定している。

また、神田・武村（2013）は震度分布から M7.4と推定している。 
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表２－１ 日向灘の巨大地震の発生領域、震源域の形態、発生間隔等 

項  目 特  性 根  拠 

(1)地震の発生領域

の目安    

 

(2)震源域の形態   

 

 

 

 

 

(3)震源域      

 

 

図１の当該領域。        

 

 

上盤側（陸側）のプレートと

フィリピン海プレートの境界面

または沈み込んだフィリピン海

プレートの内部。 

前者の場合は低角逆断層型。 

 

深さは0－約60 km。具体的な地

域は特定できない。 

 

過去の南海トラフ沿いの地震活動及び当該

地域の地震活動を参考にして判断した。 

(4)震源断層面にお

ける平均的なず

れの向き（上盤

側のプレートと

フィリピン海プ

レートの境界面

で発生した場

合） 

約N122°E 

（上盤側（陸側）のプレートの

フィリピン海プレートに対する

ずれの向き） 

フィリピン海プレートの上盤側（陸側）の

プレートに対する相対運動方向（DeMets et 

al., 2010）から推定した。 

(5)発生間隔等 

 

発生頻度 不明 1600年以降に当該領域内のみを震源域とす

る巨大地震が発生したことは知られていな

いため。ただし、1662年に発生した地震

（M7.6）は巨大地震であった可能性があ

る。 

 

表２－２ 日向灘のひとまわり小さい地震の発生領域、震源域の形態、発生間隔等 

項  目 特  性 根  拠 

(1)地震の発生領域

の目安    

 

(2)震源域の形態   

 

 

 

 

 

(3)震源域      

 

 

図１の当該領域。        

 

 

上盤側（陸側）のプレートと

フィリピン海プレートの境界面

または沈み込んだフィリピン海

プレートの内部。 

前者の場合は低角逆断層型。 

 

深さは0－約60 km。具体的な地

域は特定できない。 

 

過去の南海トラフ沿いの地震活動及び当該

地域の地震活動を参考にして判断した。 

(4)震源断層面にお

ける平均的なず

れの向き（上盤

側のプレートと

フィリピン海プ

レートの境界面

で発生した場

合） 

約N122°E 

（上盤側（陸側）のプレートの

フィリピン海プレートに対する

ずれの向き） 

フィリピン海プレートの上盤側（陸側）の

プレートに対する相対運動方向（DeMets et 

al., 2010）から推定した。 

(5)発生間隔等 

 

発生頻度 20.6年に1回 1919年以降の103年間にM7.0～7.5程度の地

震が5回発生したため。 
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表２－３ 安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレート内のやや深い地震の発生領域、

震源域の形態、発生間隔等 

項  目 特  性 根  拠 

(1)地震の発生領域

の目安    

 

(2)震源域の形態   

 

 

 

(3)震源域      

 

 

図１の当該領域。        

 

 

沈み込んだフィリピン海プレー

トの内部。おおむね東西方向に

張力軸を持つ正断層型。         

 

深さは約30－120km。具体的な地

域は特定できない。 

 

過去の当該地域の地震活動を参考にして判

断した。                   

 

(4)発生間隔等 

 

発生頻度 60.3年に1回 1600年以降の422年間にM6.7～7.4程度の被

害地震が7回発生したため。 

 

表２－４ 九州中央部の沈み込んだプレート内のやや深い地震の発生領域、震源域の形態、

発生間隔等 

項  目 特  性 根  拠 

(1)地震の発生領域

の目安    

 

(2)震源域の形態   

 

 

(3)震源域      

 

図１の当該領域。        

 

 

沈み込んだフィリピン海プレー

トの内部。         

 

深さは約40－150km。具体的な地

域は特定できない。 

 

過去の当該地域の地震活動を参考にして判

断した。                   

 

(4)発生間隔等 

 

発生頻度 不明 1600年以降にM7.0～7.5程度の被害地震が1

回しか発生しておらず、発生頻度を推定で

きないことによる。 
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表２－５ 南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震の発生領域、震源域の形態、発生間

隔等 

項  目 特  性 根  拠 

(1)地震の発生領域

の目安    

 

 

 

(2)震源域の形態   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)震源域      

 

図１の当該領域。       

 

 

 

 

・上盤側（陸側）のプレートと

フィリピン海プレートの境界面 

・沈み込んだフィリピン海プ

レートの内部 

・海溝軸外側のフィリピン海プ

レート内部 

のいずれか。 

上盤側（陸側）のプレートと

フィリピン海プレートの境界面

で発生した場合は低角逆断層

型。 

 

深さは南西諸島周辺で0－約80 

km、与那国島周辺で0－約100 

km。具体的な地域は特定できな

い。 

 

領域内で発生した1911年喜界島地震と同様

の規模の地震が、南西諸島周辺及び与那国

島周辺の領域内のどこでも発生する可能性

があると考えた。 

 

(4)震源断層面にお

ける平均的なず

れの向き（上盤

側のプレートと

フィリピン海プ

レートの境界面

で発生した場

合） 

約N119～122°E 

（上盤側（陸側）のプレートの

フィリピン海プレートに対する

ずれの向き） 

 

なお、沖縄トラフの拡大運動を

考慮した場合のずれの向きは約

N123～130°E 

 

フィリピン海プレートの上盤側（陸側）の

プレートに対する相対運動方向（DeMets et 

al., 2010）から推定した。 

 

 

沖縄トラフの拡大運動はArgus et al.

（2011）から推定した。 

(5)発生間隔等 

 

発生頻度 不明 広大な領域の中で、1600年以降の422年間に

発生したM8程度の被害地震が1回しか知られ

ておらず、発生頻度を推定できないことに

よる。 
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表２－６ 南西諸島周辺のひとまわり小さい地震の発生領域、震源域の形態、発生間隔等 

項  目 特  性 根  拠 

(1)地震の発生領域

の目安    

 

(2)震源域の形態   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)震源域      

 

図１の当該領域。        

 

 

・上盤側（陸側）のプレートと

フィリピン海プレートの境界面 

・沈み込んだフィリピン海プ

レートの内部 

・海溝軸外側のフィリピン海プ

レート内部 

のいずれか。 

上盤側（陸側）のプレートと

フィリピン海プレートの境界面

で発生した場合は低角逆断層

型。 

 

深さは0－約80 km。具体的な地

域は特定できない。 

 

過去の当該地域の地震活動を参考にして判

断した。                   

 

(4)震源断層面にお

ける平均的なず

れの向き（上盤

側のプレートと

フィリピン海プ

レートの境界面

で発生した場

合） 

約N119～122°E 

（上盤側（陸側）のプレートの

フィリピン海プレートに対する

ずれの向き） 

 

なお、沖縄トラフの拡大運動を

考慮した場合のずれの向きは約

N123～129°E 

 

フィリピン海プレートの上盤側（陸側）の

プレートに対する相対運動方向（DeMets et 

al., 2010）から推定した。 

 

 

沖縄トラフの拡大運動はArgus et al.

（2011）から推定した。 

(5)発生間隔等 

 

発生頻度 25.8年に1回（参考

値） 

1919年以降の103年間にM7.0～7.5程度の地

震が4回発生したが、広大な領域設定となっ

ており、領域内での地震の発生頻度は当該

領域内に散在する島嶼近傍において被害を

及ぼしうる地震の発生頻度と大きく異なる

と考えられることから参考値とした。 
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表２－７ 与那国島周辺のひとまわり小さい地震の発生領域、震源域の形態、発生間隔等 

項  目 特  性 根  拠 

(1)地震の発生領域

の目安    

 

(2)震源域の形態   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)震源域      

 

図１の当該領域。        

 

 

・上盤側（陸側）のプレートと

フィリピン海プレートの境界面 

・沈み込んだフィリピン海プ

レートの内部 

・海溝軸外側のフィリピン海プ

レート内部 

のいずれか。複数の地震が続発

することもある。 

上盤側（陸側）のプレートと

フィリピン海プレートの境界面

で発生した場合は低角逆断層

型。 

 

深さは0－約100 km。具体的な地

域は特定できない。 

 

過去の当該地域の地震活動を参考にして判

断した。                   

 

(4)震源断層面にお

ける平均的なず

れの向き（上盤

側のプレートと

フィリピン海プ

レートの境界面

で発生した場

合） 

約N121°E 

（上盤側（陸側）のプレートの

フィリピン海プレートに対する

ずれの向き） 

 

なお、沖縄トラフの拡大運動を

考慮した場合のずれの向きは約

N130°E 

 

フィリピン海プレートの上盤側（陸側）の

プレートに対する相対運動方向（DeMets et 

al., 2010）から推定した。 

 

 

沖縄トラフの拡大運動はArgus et al.

（2011）から推定した。 

(5)発生間隔等 

 

発生頻度 8.6年に1回 1919年以降の103年間にM7.0～7.5程度の地

震が12回発生したため。 

 

表２－８ 南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震の発生領域、震源域の

形態、発生間隔等 

項  目 特  性 根  拠 

(1)地震の発生領域

の目安    

 

(2)震源域の形態   

 

 

(3)震源域      

 

 

図１の当該領域。        

 

 

沈み込んだフィリピン海プレー

トの内部。 

 

深さは約60－150 km。具体的な

地域は特定できない。 

 

過去の当該地域の地震活動を参考にして判

断した。                   

 

(4)発生間隔等 

 

発生頻度 34.3年に1回 1919年以降の103年間にM7.0～7.5程度の地

震が3回発生したため。 

 

  



 

18 

表３－１ 次の日向灘の巨大地震の発生確率等 
項目 将来の地震発生

確率等注1,2 

備考 

今後10年以内の発生確率 

今後20年以内の発生確率 

今後30年以内の発生確率 

今後40年以内の発生確率 

今後50年以内の発生確率 

不明 

不明 

不明 

不明 

不明 

1600年以降、日向灘のみを震源域とする巨大地震が

発生したことは知られていない。ただし、領域内で

発生した1662年の地震（M7.6）は巨大地震であった

可能性がある。 

次の地震の規模 M8程度注3 具体的な規模は推定できないが、日向灘のひとまわ

り小さい地震として評価した地震よりも大きい可能

性があるとして、将来の地震の規模をM8程度とし

た。 

 

表３－２ 次の日向灘のひとまわり小さい地震の発生確率等 
項目 将来の地震発生

確率等注1,2 

備考 

今後10年以内の発生確率 

今後20年以内の発生確率 

今後30年以内の発生確率 

今後40年以内の発生確率 

今後50年以内の発生確率 

40％程度 

60％程度 

80％程度 

90％程度 

90％程度 

1919年以降の103年間にM7.0以上の地震が5回発生し

たため、発生頻度を20.6年に1回とし、ポアソン過

程を用いて発生確率を算出した。 

次の地震の規模 M7.0～7.5程度注3 過去に発生した地震のMを参考にして判断した。  

 

表３－３ 次の安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレート内のやや深い地震の発生

確率等 
項目 将来の地震発生

確率等注1,2 

備考 

今後10年以内の発生確率 

今後20年以内の発生確率 

今後30年以内の発生確率 

今後40年以内の発生確率 

今後50年以内の発生確率 

20％程度 

30％程度 

40％程度 

50％程度 

60％程度 

1600年以降の422年間にM6.7以上の被害地震が7回発

生したため、発生頻度を60.3年に1回とし、ポアソ

ン過程を用いて発生確率を算出した。 

次の地震の規模 M6.7～M7.4程度注3 過去に発生した地震のMを参考にして判断した。  

 

表３－４ 次の九州中央部の沈み込んだプレート内のやや深い地震の発生確率等 
項目 将来の地震発生

確率等注1,2 

備考 

今後10年以内の発生確率 

今後20年以内の発生確率 

今後30年以内の発生確率 

今後40年以内の発生確率 

今後50年以内の発生確率 

不明 

不明 

不明 

不明 

不明 

1600年以降の422年間にM7.6の地震が1回発生した。

この期間にM7.0以上の被害地震が1回しか発生して

いないため、発生頻度を推定できず、発生確率を不

明とした。 

次の地震の規模 M7.0～7.5程度注3 過去に発生した地震のMを参考にして判断した。 
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表３－５ 次の南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震の発生確率等 
項目 将来の地震発生

確率等注1,2 

備考 

今後10年以内の発生確率 

今後20年以内の発生確率 

今後30年以内の発生確率 

今後40年以内の発生確率 

今後50年以内の発生確率 

不明 

不明 

不明 

不明 

不明 

1600年以降の422年間にM8.0の地震が1回発生した。

M8程度の被害地震が1回しか発生していないため、

発生頻度を推定できないことから、発生確率を不明

とした。なお、当該領域については評価対象領域と

してさらに細分化するだけの科学的知見がないため

広大な領域設定となっている。仮に当該領域内にお

ける地震の発生確率を算出したとしても、当該領域

内に散在する島嶼近傍において発生し被害を及ぼし

うる地震の発生確率と大きく異なると考えられる。 

次の地震の規模 M8.0程度注3 過去に発生した地震のMを参考にして判断した。 

 

表３－６ 次の南西諸島周辺のひとまわり小さい地震の発生確率等 
項目 将来の地震発生

確率等注1,2 

備考 

今後10年以内の発生確率 

今後20年以内の発生確率 

今後30年以内の発生確率 

今後40年以内の発生確率 

今後50年以内の発生確率 

不明 

不明 

不明 

不明 

不明 

1919年以降の103年間にM7.0以上の地震が4回発生し

た。ただし、地震活動等の知見に基づいた領域の細

分化が困難であることから広大な領域設定となって

おり、領域内での地震の発生確率は、当該領域内に

散在する島嶼近傍において発生し被害を及ぼしうる

地震の発生確率と大きく異なると考えられることか

ら発生確率を不明とした。 

次の地震の規模 M7.0～7.5程度注3 過去に発生した地震のMを参考にして判断した。 

 

表３－７ 次の与那国島周辺のひとまわり小さい地震の発生確率等 
項目 将来の地震発生

確率等注1,2 

備考 

今後10年以内の発生確率 

今後20年以内の発生確率 

今後30年以内の発生確率 

今後40年以内の発生確率 

今後50年以内の発生確率 

70％程度 

90％程度 

90％程度以上 

90％程度以上 

90％程度以上 

1919年以降の103年間にM7.0以上の地震が12回発生

したため、発生頻度を8.6年に1回とし、ポアソン過

程を用いて発生確率を算出した。ただし、それらの

地震の中には上盤側（陸側）のプレート内の地震も

含まれている可能性があり、地震発生確率が高めに

見積もられている可能性がある。 

次の地震の規模 M7.0～7.5程度注3 過去に発生した地震のMを参考にして判断した。複

数の地震が続発することもある。 

 

表３－８ 次の南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震の発生確率等 
項目 将来の地震発生

確率等注1,2 

備考 

今後10年以内の発生確率 

今後20年以内の発生確率 

今後30年以内の発生確率 

今後40年以内の発生確率 

今後50年以内の発生確率 

30％程度 

40％程度 

60％程度 

70％程度 

80％程度 

1919年以降の103年間にM7.0以上の地震が3回発生し

たため、発生頻度を34.3年に1回とし、ポアソン過

程を用いて発生確率を算出した。 

次の地震の規模 M7.0～7.5程度注3 過去に発生した地震のMを参考にして判断した。  

 
注 1：ポアソン過程を用いているため、評価時点がどの時点でも確率は変化しない。 
 

注 2：地震発生確率は計算結果を丸め、表記する際は以下の規程を適用する。 
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＜計算結果（％）＞  →  ＜評価としての表記例＞ 

0.001未満    →  「ほぼ 0％」 

0.001以上 0.01未満  →  「0.00d％」 

0.01以上 0.1未満   →  「0.0d％」 

0.1以上 1未満  →  「0.d％」 

1 以上 10未満   →  「d％」 

  10以上 94.5未満  →  「d0％程度」 

  94.5以上   →  「90％程度以上」 

 

注 3：海溝型地震の長期評価では、Mの数値の推定のばらつきについて、「程度」及び「前後」を使用。

「程度」は「前後」よりばらつきが大きい場合に使用している。  
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図１ 評価対象領域 

赤枠の領域ではプレート間地震及びプレート内地震を区別せずに評価。黄枠の領域

では沈み込んだプレート内のやや深い地震を評価。白色の破線はIwasaki et al.

（2015）による海溝軸。地形はGEBCO Compilation Group（2020）による。 
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図２ 地震の発生様式（タイプ）の模式図 

黒矢印は断層運動の方向の例で、地震のメカニズムによって方向は変わる。白矢印

はプレートの沈み込む方向を示す。なお、上盤側（陸側）のプレートの内部が破壊

されることによって発生する地震もある。 

  



 

23 

 
図３－１ 日向灘及び南西諸島海溝周辺で発生した地震の震央分布 

日向灘周辺は M6.7以上、それ以外の地域は M7.0以上を描画。震央と規模に

ついては、1919年より前は宇佐美・他（2013）、宇津（1999）、1919年以降は

気象庁震源カタログによる。図中の点線は図３－２、３－３の描画範囲。 
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図３－２ 日向灘周辺で発生した地震の震央分布 

M6.7以上を描画。震央と規模については、1919年より前は宇佐美・他

（2013）、宇津（1999）、1919年以降は気象庁震源カタログによる。 
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図３－３  与那国島周辺で発生した地震の震央分布 

M7.0以上を描画。震央と規模については気象庁震源カタログによる。  
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１ 日向灘及び南西諸島海溝周辺の地震活動に関するこれまでの主な調査研究 

日向灘及び南西諸島海溝周辺の歴史地震に関わる調査研究としては、原田・他（2017）、地震調査委

員会（1999，2009）、角田・後藤（2002）、宇佐美（2003）、宇佐美・他（2013）、宇津（1979，1982，

1999）、宇津・他（1987）、渡辺（1998）等がある。それらの津波波源域はHatori（1969）、羽鳥（1971，

1985，1987，1988，1998）等が研究しており、津波の定量的な規模は阿部（1988，1999，2003）等が

取りまとめている。1662年に日向灘で発生した地震の震源域については松浦・他（2003）等が、津波

の波源域については羽鳥（1985）、Ioki et al.（2020）等がある。過去の地震の震源再決定を行った

研究として、1911年喜界島地震については後藤（2013）等、1920年に台湾付近で発生した地震につい

てはTheunissen et al.（2010）等がある。 

日向灘及び南西諸島海溝周辺では津波堆積物に関する調査研究が進められており、日向灘周辺では

市原・他（2015）、鎌滝・他（2013）、Yamada et al.（2019）等が、南西諸島海溝周辺ではGoto et al.

（2010a，b, 2013）、加藤・木村（1983）、河名・中田（1994）、牧野（1968）等がある。特に、大きな

被害を伴った1771年八重山地震津波に関しては、サンゴ質津波堆積物を用いて遡上高、波源域及び同

様な津波の繰り返しについて見積もったAraoka et al.（2013）、加藤（1987）、河名・中田（1994）等、

砂質堆積物に基づく津波の繰り返し時期を推定したAndo et al.（2018）等がある。1771年八重山地震

津波の波源や原因についても数多くの研究がなされており、Arai et al.（2016）、Hsu et al.（2013）、

今村・他（2001）、Imamura et al.（2008）、Miyazawa et al.（2012）、Nakamura（2009）、Okamura et 

al.（2018）等がある。 

フィリピン海プレートの沈み込みに伴う日向灘及び南西諸島海溝周辺の地震活動や地殻変動に関

する調査研究は以下のとおり。地震の発震機構解から当該領域の応力場を研究した例としては、Kao 

and Chen（1991）、Kubo and Fukuyama（2003）、Shiono（1977）、Shiono et al.（1980）、Terakawa and 

Matsu’ura（2010）等がある。バックスリップモデルの調査研究としては、Kimura et al.（2019）、

Nishimura and Hashimoto（2006）、Nishimura et al.（2018）、Tadokoro et al.（2018）、渡部・田部

井（2004）、Wallace et al.（2009）、Yagi and Kikuchi（2003）、Yokota et al.（2016）等がある。

プレート相対運動に関する研究としては、Argus et al.（2011）、DeMets et al.（2010）、Miyazaki 

and Heki（2001）、Sella et al.（2002）、Seno et al.（1993）、Wei and Seno（1998）等がある。

Nishimura（2014）などスロースリップを含むスロー地震に関する調査研究は数多く、日向灘周辺では

Asano et al.（2015）、Hirose et al.（2010）、Ozawa（2017）、Takagi et al.（2019）、Uchida et al.

（2020）、Yamashita et al.（2015，2021）、Yarai and Ozawa（2013）、Yoshioka et al.（2015）等

が、南西諸島海溝周辺ではAndo et al.（2012）、Arai et al.（2016）、浅野・他（2015）、Heki and 

Kataoka（2008）、Nakamura（2017）、Nakamura and Sunagawa（2015）、Tu and Heki（2017）等がある。

また、繰り返し地震に基づくすべり速度推定に関する調査研究としてIgarashi（2010）、八木原（2019）

等がある。 

日向灘及び南西諸島海溝周辺の沈み込むフィリピン海プレートの形状については、海域構造探査に

よるArai et al.（2016, 2017）、Kodaira et al.（1996）等や自然地震解析によるAbe et al.（2013）、

弘瀬・他（2007）、松崎・他（2003）、三好・石橋（2004）、Shiomi et al.（2008）、Yamamoto et al.

（2018, 2020）等がある。日向灘から南西諸島海溝周辺にかけて連続的にフィリピン海プレートの形

状をモデル化したものとして、Hayes et al.（2018）、Iwasaki et al.（2015）、文部科学省研究開発

局・国立研究開発法人海洋研究開発機構（2020b）等がある。 
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２ 地形と構造 

２－１ 地形 

図２－１は日向灘及び南西諸島海溝周辺の海底地形である。 

日向灘には前弧海盆である日向海盆がトラフ軸に沿った方向に100～150km程度の広がりを持って発

達しており、南西側は都井岬（宮崎県）、北東側は足摺岬（高知県）といった海岸線の張り出しによっ

て分断されている（例えば、芦・他，1999；粟田・杉山，1989；杉山，1990）。日向海盆は水深1,500～

2,000mの海底で、陸側には南北に連なる陸棚斜面が広がり（中田・他，2012）、海溝側は下部大陸斜面

の付加体と外縁隆起帯によって境される。 

南西諸島海溝は九州・パラオ海嶺によって南海トラフと区切られ（茂木，1970）、台湾付近まで延び

る約1,400kmの海溝である。大陸側の南西諸島と共に典型的な島弧－海溝系を形成し、背弧側では沖縄

トラフが現在も拡大を続けている。島弧はトカラ海底谷、慶良間海裂、宮古鞍部、石垣鞍部等の地形的

な鞍部によって、いくつかの諸島に分かれる。海溝軸より外洋側のフィリピン海プレート上の海底地

形は北部と南部で大きく異なり、北部では奄美海台や大東海嶺といった地形的な高まりが見られる一

方で、南部では比較的平坦な深海底面の中で、沖縄・ルソン断裂帯が北東－南西走向に分布する。沖縄

トラフの水深は北部では600～800mだが、南に向かって深くなり2,000m以深に達する。トラフ中・南部

は、トラフ中軸部に見られる中央地溝帯とその裂け目に貫入する岩体により特徴づけられる（井上，

2007）。 

日向灘及び南西諸島海溝周辺の沿岸及び海底に分布する断層については、中田・他（2012）や岡村

（1990）のほか、「海域における断層情報総合評価プロジェクト」（文部科学省研究開発局・国立研究開

発法人海洋研究開発機構，2016など）等の諸成果がある。図２－２、３参照。 

 

２－２ プレート形状 

沈み込んだフィリピン海プレートの形状について、前回の評価では、日向灘近傍において微小地震

の分布をもとに形状を推定した後藤・他（2001）及び植平・他（2001）、海底地下構造探査から形状を

推定した市川（1997）を参考にプレート形状モデルを設定した。一方で、フィリピン海プレートの沈み

込み角が急変し、プレート形状に未解明な部分が多い安芸灘～豊後水道と、震源決定精度が高くない

ために精度よくプレート形状を推定することが困難である南西諸島海溝周辺の両海域では、当時の研

究成果のいくつかを紹介するにとどめていた。本項では、両海域を含め、日向灘及び南西諸島海溝周辺

における前回の評価以降のプレート形状に関する研究成果を紹介する。 

日向灘周辺から南西諸島海溝周辺にかけては、震源分布に基づいて構築された沈み込み帯のプレー

ト形状モデルの既存研究（Hayes et al., 2018；Iwasaki et al., 2015；Lindquist et al., 2004な

ど）がある。また、「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」（文部科学省研究開発局・国立研究開

発法人海洋研究開発機構，2020b）では、地震発生帯のプレート固着・すべりの現状把握と推移予測の

高度化に資するため、これまでに実施された多数の海域地震構造探査研究や海域地震観測研究などの

成果を統合し地下構造モデルに反映することで、南海トラフ全域の三次元地下構造モデルを刷新した

（Nakanishi et al., 2018）。特にプレート形状については、南西諸島海溝周辺で新たに実施した海域

地震構造探査・観測研究の成果（Arai et al., 2016，2017；Yamamoto et al., 2018，2020）も加え

ることで、南海トラフから南西諸島海溝周辺までの広範囲をカバーするモデルを構築した（図２－４、

図２－５－１～２－５－４）。日向灘周辺から南西諸島海溝周辺の広範囲をカバーし、かつ高解像度で

信頼性も高いと考えられることから、このモデルが現時点で本評価に最も適したプレート形状モデル

であると考えられる。ただし、南西諸島の中部域周辺では調査研究が相対的に不足している。この海域

では、一部の既存の研究成果（Kodaira et al., 1996）を加えてプレート形状モデルを構築している

ものの、多数の海域構造探査研究や地震観測研究の成果を直接取り込んでプレート形状モデルを高度

化した南海トラフから日向灘にかけての海域に比べると調査研究が不足している。このように、空間

分解能や信頼性には場所によってばらつきがある点には留意が必要である。 

フィリピン海プレートには九州・パラオ海嶺や奄美海台のような地形上の顕著な不均質があり、こ

れらが沈み込んでいる日向灘や奄美大島周辺ではプレート形状の不均質性が強いが（Arai et al., 

2017；Nakanishi et al., 2018；Yamamoto et al., 2013）、日向灘と奄美海域に挟まれたトカラ・種

子島周辺ではプレート形状は相対的に滑らかで起伏に乏しい（Yamamoto et al., 2020）。他方、宮古・

八重山海域では、沈み込む前の海洋プレート上には顕著な海山などが見られないにもかかわらず、プ

レート形状には海山を示唆する大きな起伏が確認される（Yamamoto et al., 2018）。このように、南

西諸島下に沈み込むプレート形状は、沈み込む前の海洋プレート表層の地形だけからは把握できない

不均質性を示すことも明らかになっている。 
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一方、陸域下に沈み込むプレート形状の調査には、基盤的地震観測網整備以降、震源分布（松崎・他，

2003；三好・石橋，2004）や地震波速度トモグラフィ解析（弘瀬・他，2007）、プレート境界面での変

換波解析（Abe et al., 2013；Shiomi et al., 2008）等、自然地震を用いた解析が多数実施されてお

り、いずれの結果も次のような特徴を示している。安芸灘海域は四国下に存在するフィリピン海プレー

トの深部延長として低角に北西方向に沈み込んでおり、その上面は深さ40km程度に位置する。その西

部から南西部の伊予灘や豊後水道海域においては、プレートの沈み込み方向が西北西方向に大きく変

化するとともに、沈み込む角度も高角に転じる。変換波解析や速度構造解析を踏まえると、これらの地

域の微小地震活動はプレート内で発生している。平成13年（2001年）芸予地震は、プレートの沈み込み

方向が変化する場所付近で発生したプレート内地震である。九州陸域では、ほぼ海岸線に平行な等深

度線となり、海岸付近でのプレート上面の深さは40km程度である。九州南東沖には、北西－南東方向に

延びる九州・パラオ海嶺があり、フィリピン海プレートとともに九州下に沈み込んでいる。Yamamoto 

et al.（2013）は、海陸の観測データを用いたトモグラフィ解析により、九州・パラオ海嶺が北西－南

東方向に延びるプレート内の低速度異常として存在するとともに、日向灘の北部や南海トラフで発生

した地震のすべり域がこの低速度異常域にまで及んでいないことを示した。  
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３ 地震活動・地殻変動 

３－１ 過去の大地震について 

３－１－１ 歴史記録のある地震 

日向灘で発生した過去の地震に関して、16世紀以前の地震については、資料の不足から地震が見落

とされている可能性があるため、17世紀以降の地震について整理した。ただし、日向灘で発生するひと

まわり小さい地震に関しては、必ずしも顕著な被害を伴わないため、気象庁震源カタログが整備され

ている1919年より前の地震については見落としの可能性がある。 

他方、南西諸島海溝周辺で発生する地震に関しては、発生場所によっては顕著な被害を伴わないた

め、気象庁震源カタログが整備されている1919年より前の地震を見落としている可能性が大きい。そ

のため、1919年以降の地震を整理することとし、顕著な被害が報告されている1771年4月24日（八重山

地震津波）及び1911年6月15日の地震（喜界島地震）を別途取り扱った。 

地震の同定に当たっては、阿部（1999）、地震調査委員会（1999，2004，2009）、宇佐美（2003）、宇

佐美・他（2013）、宇津（1979，1999）、渡辺（1998）等の記述を参考にした。震源データに関しては、

ISC-GEM Global Instrumental Earthquake Catalogue Version 8.0（1904-2017）（Bondar et al., 

2015；Di Giacomo et al., 2015，2018；International Seismological Centre, 2021；Storchak et 

al., 2013，2015；以下、ISC-GEMカタログ）、気象庁震源カタログ、宇佐美・他（2013）、宇津（1999）

を引用した。また、地震のマグニチュード（M）の値については、1919年以降は気象庁震源カタログ、

それより前は宇佐美・他（2013）及び宇津（1999）を採用することとした。ただし、近代観測が行われ

るようになった1885年より前の値は、1885年以降のものに比べ信頼性が低いと判断し、これを補う観

点から、津波マグニチュード（Mt；阿部，1988，1999，2003）を併記した。また、震源の物理的な規模

をよりよく反映するモーメントマグニチュード（Mw）についてはISC-GEMカタログに掲載されているも

のは併記した（主文表１）。なお、地震の発生場所については、気象庁震源カタログ及び宇佐美・他（2013）、

宇津（1999）の震央に基づき、気象庁が地震情報で用いる震央地名で記述した。 

なお、南西諸島海溝周辺で発生し、気象庁震源カタログでM7.0以上として掲載されている地震の中

には、気象庁以外の機関が決定した震源や、震源決定精度が良くないために参考として登録された震

源（参考震源）が含まれている。これらの地震については、ISC-GEMカタログのほか、Abe（1981）、

Theunissen et al.（2010）、宇佐美・他（2013）、宇津（1999）等による震源値と比較検討し、評価対

象に含めるかどうかを個別に判断した。 

本評価で評価対象とした震源分布を主文図３－１～３に示す。 

 

日向灘の巨大地震 

日向灘のみを震源域とする巨大地震が発生したことは知られていない。ただし、1662年10月31日の

地震（M7.6，Mt7.7；日向灘のひとまわり小さい地震の項で詳述）に伴う津波は、日向灘で発生した最

大級の津波であり（羽鳥，1985）、後述する日向灘のひとまわり小さい地震に分類するような他のM7ク

ラスの地震に伴う津波に比べて大きいことが指摘されている（Ioki et al., 2020）。 

 

日向灘のひとまわり小さい地震 

17世紀以降に日向灘で発生した記録のあるM7.0以上の地震は8回知られている13。このうち、気象庁

震源カタログが整備された1919年以降に発生した地震は5回である。 

・1662年 10月 31日の地震 

1662 年 10 月 31 日に日向灘で地震（M7.6，Mt7.7）があった。宮崎県沿岸における被害は以下のと

おり。佐土原で城破損、潰家 800余棟、死者多少（推定震度 6）。県（現延岡市）で城の石垣破損、領

内の潰家 1,300余棟、死者 5（推定震度 5）。秋月（現高鍋）で城の石垣崩れ崩家 287棟（推定震度 6）。

飫肥で城の石垣破れ、領内で潰家 1,213 棟（うち水没 246 棟）、死者 15、山崩れ・津波あり（推定震

度 5～6）。別府湊（大淀河口）で破船 10 余隻、穀類約 6,000 俵潮に濡れる。日向那珂郡の沿岸 7 ヶ

村、周囲約 32km の田畑 8,500 石余の地没して海となり、青島付近で約 1m 地盤が沈下した（渡辺，

1998；宇佐美・他，2013）。宮崎平野南部での堆積物分析の結果もこの地震に伴って局所的な沈降が発

 
13 日向灘では 1498年 7月 9日に地震があったという歴史記録があり、宇佐美（2003）、宇佐美・他

（2013）は、この地震について、信憑性が落ちるとしつつも「九州軍記」の記述に基づいて M7.0～7.5

の地震であったとしている。一方、原田・他（2017）は「九州軍記」の記述の信憑性を検討し、「九

州軍記」の記述のみを根拠としてこの地震が存在したとすることについて否定的な見解を示してい

る。そのため、本評価では、この地震を日向灘のひとまわり小さい地震には分類しなかった。 
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生した可能性を示唆している（Niwa et al., 2020）。この地震による津波は宮崎を中心に延岡～大隅

沿岸にあふれ、宮崎沿岸での津波の高さは 4～5mであった（羽鳥，1985）。津波や地震動による被害の

様子から、日向灘沖合の浅いところが震源であった可能性が高い（地震調査委員会，1999）。本評価で

は、この地震を日向灘のひとまわり小さい地震に分類したが、羽鳥（1985）はこの地震に伴う津波が

日向灘で発生した最大級の津波であると述べているほか、Ioki et al.（2020）は日向灘で発生した他

の M7クラスの地震に伴う津波に比べ、この地震に伴って発生した津波が大きいことを指摘しており、

この地震が巨大地震であった可能性もある。図３－１～３参照。 

・1769年 8月 29日の地震 

1769年 8月 29日に豊後水道で地震（M7.8，Mt7.2）があった。延岡城の石垣・塀崩れ、潰家 64棟。

高千穂で山崩れ、潰家 13棟、落橋 11ヶ所。府内で潰家 271棟。杵築城、佐土原城、高鍋城、佐伯城

破損。熊本領内でも合計で倒家 115棟、崖崩れ 122 ヶ所、死者 1。臼杵で橋大破 3ヶ所、潰家 531、汐

入田 2,666 歩、水死 2。これらの被害程度から国東半島杵築から延岡にかけて、及び宮崎市近傍で推

定震度 6、地震の規模は M7･3/4±1/4 と推定され（宇佐美，2003）、津波の高さは 2～2.5m であった

（渡辺，1998）。しかしながら、翌々日の大風雨洪水のために、地震に伴う被害を過大に見積もってい

る可能性があり、松浦・他（2003）は M7.2程度、神田・武村（2013）は M7.4 程度と、より規模の小

さい地震であったと推定している。本報告ではこれらの見解を採用し、本地震を日向灘のひとまわり

小さい地震に分類した。 

・1899年 11月 25日の地震 

1899 年 11 月 25 日に日向灘で地震（M7.1，Mt7.0）があった。宮崎県南部で被害が大きく、宮崎市

で家屋の破損や瓦・壁土の墜落、飫肥で墻壁の崩れ、都城で石垣の崩れや家屋・土蔵の破損などがあっ

た。また広瀬村・下田島村でも土地の亀裂などがあった。なお、12 分後には同じく日向灘で M6.9 の

地震があったが、震央はより北側で、大分地方ではこちらの地震の方が強かった。大分では土蔵・家

屋の破損、鶴崎で古い土蔵の潰 2、その他屋壁の崩壊があった。また長洲町・杵築町で土蔵の破損が

あり、大野郡犬飼町では土蔵の破損などの小被害があった。細島の検潮儀に最大全振幅 32cm の津波

らしきものが記録された（宇佐美・他，2013）。 

・1931年 11月 2日の地震 

1931 年 11 月 2 日に日向灘で地震（M7.1，Mt7.3，Mw7.9）があった。宮崎県・鹿児島県・熊本県南

部の広域、及び山口県南部で震度 5 を観測した（気象庁，1931；三浪・福留，2003）。宮崎県では宮

崎・都城・佐土原・生目を中心に被害が大きく、死者 1名、負傷者 29名、家屋全半壊 14棟の他、地

割れ、道路損壊、山崩れ、地滑り、橋梁破損被害が生じた。鹿児島県でも志布志で家屋全半壊 12棟の

被害があった（宇佐美，2003）。宮崎市内海の沖で海震を感じた。検潮記録による津波の最大全振幅は

串間 6cm、宇和島 7cm、土佐清水 50cm、串本 14cmであった（渡辺，1998）。図３－４、５参照。 

・1941年 11月 19日の地震 

1941年 11月 19日に日向灘で地震（M7.2，Mt7.6，Mw8.0）があった。宮崎県宮崎市、延岡市及び熊

本県人吉市で最大震度 5 を観測し、全体で死者 2 名、負傷者 18 名、建物全壊 27 棟の被害があった

（渡辺，1998；三浪・福留，2003）。この地震による被害は熊本県人吉市で最大であり、死者 1名、負

傷者 5名、住家全壊 6棟を伴った。延岡では石垣の破損・道路の亀裂・堤防の小破損等があり、日向

市細島の検潮場で約 8cm 地盤が沈降、宮崎ではほとんどの家の壁に亀裂・剥落が見られた。その他、

宇和島・宿毛で軽微な被害があった。他方、日向灘沿岸で津波があり、最大の波高は 1m（細島・青島・

宿毛）で船舶に若干の被害を生じた（宇佐美，2003）。図３－５、６参照。 

・1961年 2月 27日の地震 

1961 年 2 月 27 日に日向灘で地震（M7.0，Mt7.5，Mw7.5）があった。宮崎県南部で最大震度 5 を観

測し、宮崎県と鹿児島県で死者 2 名、負傷者 7 名、建物全半壊 18 棟等の被害があった。宮崎県では

中部・南部・南西部に被害があり、橋脚沈下、飛行場滑走路の亀裂等を生じた。鹿児島県では大隅半

島で家屋の全半壊が多く死傷者を出した。また、地震後に小津波があり、油津では地震後 1分足らず

で津波がきた。波高は土佐清水 50cm、細島 45cm、油津 34cm で被害はなかった（宇佐美，2003）。他

方、検潮記録による津波の最大全振幅は土佐清水 95cm、細島 75cm、油津 90cm である（渡辺，1998）。

図３－５、７参照。 

・1968年 4月 1日の地震（1968年日向灘地震） 

1968年 4月 1日に日向灘で地震（M7.5，Mt7.7，Mw7.5）があった。被害は高知・宮崎・愛媛・熊本・

大分・鹿児島 6県にわたり、負傷者 57名、住家全半壊 40棟等で、高知・愛媛の両県で被害が大きく、

港湾施設に小被害が生じた（宇佐美・他，2013）。宮崎県延岡と高知県宿毛で震度 5を観測した。この

地震により津波が発生し、床上浸水 56 棟、及び船沈没破損 3 隻の被害が生じた。津波の検潮記録か
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ら得られた最大全振幅は室戸岬 124cm、土佐清水 236cm、宿毛 224cm、臼杵 135cm、蒲江 240cm、北浦

150cm、細島 132～198cm。他方、津波の実測による高さ（T.P.上）は四国南西部で最大 3m以上となり、

津波による被害も発生した（渡辺，1998）。なお、宇津（1999）には死者も 1 名記録されている。同地

震は、Kao and Chen（1991）ではプレート間地震に分類されている。図３－５、８、９参照。 

・1984年 8月 7日の地震 

1984年 8月 7日に日向灘で地震（M7.1，Mt6.9，Mw6.9）があった。この地震による被害は負傷者 9

名、建物の一部損壊 29 棟、道路損壊 3箇所、崖崩れ 12箇所等であった（宇佐美，2003）。大分県から

宮崎県にかけての沿岸部、及び宇和島・熊本で震度 4を観測し、検潮記録による津波の最大全振幅は

延岡・土佐清水で 28cm、室戸岬で 20cm を観測した（渡辺，1998）。なお、同地震は、Kao and Chen

（1991）ではプレート間地震に分類されているが、発震機構の張力軸の傾きがフィリピン海プレート

の沈み込み方向に沿っていることや、余震域が小さいことから、プレート内地震である可能性がある。

図３－５、10参照。 

 

安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

・1649年 3月 17日の地震 

1649 年 3 月 17 日に伊予灘で地震（M7.0）があった。有感地点は東は京都、西は佐賀まで及び、推

定震度は松山・宇和島で 5～6、広島で 5である。松山城、宇和島城で石垣・塀が崩れ、広島にて家屋

破損を生じた（宇佐美，2003）。また、死者を伴った（宇津，1999）。 

・1686年 1月 4日の地震 

1686年 1月 4日に安芸灘で地震（M7.2）があった。多久（現佐賀県）から諏訪にかけて有感であり、

三原・松山で震度 5～6、萩で震度 5と推定される。広島県中部で被害が大きく、死者 2名、家屋倒壊

147 棟を伴った。宮島・萩・岩国・松山で建築物に被害を生じ、道後温泉では泥湯が湧出した（宇佐

美，2003；宇佐美・他，2013）。 

・1749年 5月 25日の地震 

1749 年 5 月 25 日に愛媛県南予で地震（M6.8）があった。土佐・広島・岩国・佐賀・延岡で強く感

じたほか、鳥取や諫早などで有感であった。宇和島城がところどころ破損し、矢倉も大破した。大洲

で矢倉の石垣が痛んだ。吉田で家破損。大分で千石橋破損。1968 年 8 月 6 日に発生した M6.6 の地震

に似ている（宇佐美・他，2013）。なお、前回の評価では評価対象領域外で発生した地震であったため

に評価しなかったが、今回の評価で評価対象領域を見直したこと及び宇佐美・他（2013）によって震

央の見直しがあったことにより、本評価では評価対象になったものである。 

・1854年 12月 26日の地震 

1854年 12月 26日に豊後水道で地震（M7.4）があった。大分県の府内・臼杵、及び愛媛県八幡浜近

傍で推定震度 6である。被害は 2日前の安政南海地震（M8.4）によるものと分離ができないが、愛媛

県伊予大洲・吉田、大分県鶴崎、及び福岡県小倉で潰家があった（宇佐美，2003）。 

・1857年 10月 12日の地震 

1857年 10月 12日に安芸灘で地震（M7.3）があった。広島県南部、愛媛県の西条から宇和島にかけ

て、及び山口県柳井での推定震度は 5である。今治では城内破損、郷町で潰家 3棟、死者 1名を伴い、

郡中で死者 4名を伴った（宇佐美，2003；宇佐美・他，2013）。 

・1905年 6月 2日の地震（1905年の芸予地震） 

1905 年 6 月 2 日に安芸灘で地震（M7.2）があった。広島市・呉市・松山市の付近で最大震度 5～6

を観測し、死者 11名、負傷者 177名を伴った（宇津，1989，1999）。広島市では埋立地で被害が大き

く、家屋等の倒潰で死者 4名、負傷者 70名、家屋全壊 36棟を伴った。呉市では死者 6名、負傷者 86

名、家屋全壊 5棟を伴った。愛媛県でも被害が大きく、松山市ほか 5郡で負傷者 17名、家屋全壊 8棟

を伴った。この地震では本震より半年以内に M6程度の余震が 3回発生している（宇佐美，2003）。図

３－11 参照。 

・2001年 3月 24日の地震（平成 13年（2001年）芸予地震） 

2001年 3月 24日に安芸灘で地震（M6.7，Mw6.8）があった。広島県南部の一部の地域で最大震度 6

弱を観測し、死者 2名、負傷者 261 名、住家全壊 48 棟, 半壊 274 棟を伴った。文教施設の被害が多

く、今治市ではマンション 1階のピロティが圧壊した（宇佐美，2003）。余震発生域は、おおむね南北

に 20km 余りにわたっており、深さは 40km から 50km に分布していること等から、西に向けて引っ張

られ、かつ曲げられたフィリピン海プレート内部が破壊して起こった地震であると考えられる（地震

調査委員会，2001b）。図３－12、13参照。 
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九州中央部の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

・1909年 11月 10日の地震 

1909年 11月 10日に宮崎県北部山沿いで地震（M7.6）があった。有感範囲が広く、最大震度 5の地

域が九州、四国、及び中国地方の広範囲にわたり、各地で落石、家屋破損等の被害を伴っているが、

津波は観測されていない（宇津，1979）。死者は 2名であった（宇津，1999）。宮崎県、高知県、愛媛

県で各々負傷者数名（宇佐美，2003）。図３－14参照。 

 

南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震 

・1911年 6月 15日の地震（喜界島地震） 

1911 年 6 月 15 日に奄美大島近海で地震（M8.0，Mw7.9）があった。奄美大島や喜界島では震度 6、

沖縄島でも震度 5 の揺れがあったと推定される。有感範囲は非常に広く、近畿地方でも震度 2～3 と

されている（地震調査委員会，1999）。喜界島では、全島の家屋 2,500棟のうち 401棟が全壊し、死者

1名を伴ったほか、奄美大島では家屋全壊 11棟、徳之島では崖崩れに伴う死者 5名などの被害があっ

た（都司，1997）。震源から 300kmほど隔たった沖縄島南部でも、598ヶ所に上る石垣が崩壊して、死

者 1名と負傷者 11名を伴った（地震調査委員会，1999）。他方、津波については、奄美大島で多数の

家屋が浸水し、大島北海岸では海水異常があったという記載があるほか、喜界島赤連の市街に浸水し

た津波が、中心街を越えて丘のふもとまで達したという伝承があり（都司，1997）、最大波高は 10mと

推定されている（後藤・岩本，2018）。人的被害は合計死者 12名、負傷者 26 名である。この地震は、

奄美で津波が大きかったものの、有感の範囲が広いことや、世界の観測網の資料（Gutenberg-Richter，

1954）からは震源の深さが 140km程度と見積もられていることから、沈み込んだプレート内のやや深

い地震とする考え方があり（宇津，1979，1999）、前回の評価ではこの地震を「九州から南西諸島周辺

のやや深発地震」に分類していた。一方、宇津（1979，1999）は被害に基づいてこの地震の震央を奄

美大島の南東沖に推定しているほか、後藤（2013）は震源再決定を行い、喜界島北東 60km付近で発生

した浅いプレート間地震であると解釈しており、後藤・岩本（2018）では津波の最大波高から浅い地

震であった可能性を指摘した。Arai et al.（2017）は、1995年に喜界島南東沖で発生した地震のメ

カニズム解と反射断面の解釈から、沈み込むフィリピン海プレート上の海山の影響を受けて発生した

プレート内地震と解釈した。本評価ではこれらの知見を踏まえ、比較的浅いところで発生した地震で

あると考え、南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震に分類した。図３－15～17参照。 

 

なお、後述するとおり、1920年 6月 5日に台湾付近で発生した地震（M7.4, Mw8.2）について、本

評価では与那国島周辺のひとまわり小さい地震に分類して評価したが、この地震も南西諸島周辺及び

与那国島周辺の巨大地震であった可能性がある。 

 

南西諸島周辺のひとまわり小さい地震 

・1923年 7月 13日の地震 

1923年 7月 13日に九州地方南東沖で地震（M7.3，Mw7.4）があった。宮崎市と鹿児島市で震度 4を

観測したほか、佐賀市、長崎市、熊本市、大分市でも有感であった。種子島の中種子村で住家小破 27、

非住家小破 5、煙突破損 1、中種子村で住家小破約 30、非住家小破約 15、北種村安城で小学校小破、

土地や壁に亀裂、小崖崩れあり。翌日 M6.6の余震があった（宇佐美・他，2013）。 

・1998年 5月 4日の地震 

1998年 5月 4日に石垣島南方沖で地震（M7.7，Mt6.8，Mw7.5）があり、震源は石垣島から約 250km

南東沖の海溝軸外側であった。与那国島・石垣島・宮古島などで震度 3を観測したほか、南西諸島か

ら九州南部の広い範囲で有感となった。この地震により、南西諸島から伊豆諸島、関東地方にかけて

最大 10cm 程度の津波が観測された。発震機構解の分析や余震分布から、南北方向に張力軸をもつ横

ずれ断層型で、その走向は北西－南東方向であると推定されている。地震規模に比して津波の高さが

小さかったのは、発震機構が横ずれ断層型で、海底における地殻変動の上下成分が小さかったためと

考えられている（気象庁，1998；地震調査委員会，1998）。図３－18、19参照。 

・2002年 3月 26日の地震 

2002 年 3 月 26 日に石垣島近海で地震（M7.0，Mt6.7，Mw6.4）があった。波照間島、黒島で震度 1

を観測した。与那国島で最大 6cmの津波が観測された。発震機構は、北北西－南南東方向に圧力軸を

持つ逆断層型である（地震調査委員会，2002b）。図３－20参照。 

・2010年 2月 27日の地震 

2010年 2月 27日に沖縄本島近海で地震（M7.2，Mw7.0）があった。沖縄県糸満市で震度 5弱、沖縄
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本島や北大東島、鹿児島県の与論島などで震度 4を観測したほか、宮崎県・熊本県から西表島まで有

感であった。南城市安座真で最大 10cm程度の津波が観測された。那覇と浦添で軽傷者 2名。うるま、

浦添、楠城で住家の一部破損が計 4棟。ほかにうるまでは非住家の壁の断熱材破損、庇の損傷、糸満

でガラス破損なども発生した。沖縄本島で水タンク被害が 53件、水道管被害が 47件など（宇佐美・

他，2013）。この地震の発震機構は北西－南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層型である（地震調査委員

会，2010）。図３－21～24参照。 

 

なお、領域内では 1926 年 8 月 7 日に宮古島近海で地震（M7.0，Mw6.3）があった。石垣市で震度 4

を観測したほか、那覇市でも有感であった。この地震は気象庁震源カタログに参考震源として収録さ

れている地震である。ISC-GEM カタログは Mw6.3 としている一方で、その他の機関等による地震カタ

ログには掲載されていないことから、この地震については規模が大きくなかった可能性があると判断

し、評価対象とはしなかった。 

 

与那国島周辺のひとまわり小さい地震 

与那国島周辺のひとまわり小さい地震として評価した下記の地震の中には、1951 年 10 月 22 日の

M7.2 と M7.0 の地震等、短い期間に集中して発生しているものがある。なお、本評価における評価対

象の規模より小さいが、この領域で発生した M6.0以上 M7.0未満の地震では、規模が近い地震が続発

した事例がある（地震調査委員会，2016）。 

・1919年 12月 21日の地震 

1919年 12月 21日に台湾付近で地震（M7.5，Mw6.8）があった。石垣島で震度 2を観測した。 

・1920年 6月 5日の地震 

1920 年 6 月 5 日に台湾付近で地震（M7.4，Mw8.2）があった。日本国内では沖縄県那覇市と石垣市

で震度 5を観測し、鹿児島県の奄美大島でも有感であった。日本国内では死傷者の報告はないが（宇

津，1999）、台湾において死者 5名、重軽傷者 20名、全壊住家が 203軒であった（気象庁，1920）。こ

の地震について、気象庁震源カタログは M7.4としているが、ISC-GEMカタログが Mw8.2、宇津（1999）

が M7.8、Theunissen et al.（2010）が Mw7.7など、カタログによってマグニチュードの推定にばら

つきがある。本評価では気象庁震源カタログのマグニチュードに基づきひとまわり小さい地震に分類

したが、この地震は巨大地震であった可能性がある。図３－25参照。 

・1922年 9月 2日の地震 

1922年 9月 2日に台湾付近で地震（M7.4，Mw7.7）があった。石垣市で震度 2を観測した。 

・1924年 7月 22日の地震 

1924年 7月 22日に台湾付近で地震（M7.2，Mw6.9）があった。石垣市で震度 3を観測した。 

・1951年 10月 22日 6時 34分の地震 

1951年 10月 22日 6 時 34分に台湾付近で地震（M7.2，Mw7.5）があった。石垣市で震度 3を観測し

た。 

・1951年 10月 22日 13時 28分の地震 

1951 年 10 月 22 日 13 時 28 分に台湾付近で地震（M7.0，Mw6.7）があった。日本国内で有感の記録

はない。 

・1951年 11月 25日の地震 

1951年 11月 25日に与那国島近海で地震（M7.1，Mw7.8）があった。日本国内で有感の記録はない。 

・1966年 3月 13日の地震 

1966年 3月 13日に与那国島近海で地震（M7.3，Mw7.5）があった。この地震により与那国島で死者

2名、家屋全壊 1棟、半壊 3棟、石垣崩壊 23箇所等の被害があり、震度は与那国島で 5、石垣島で 4、

宮古島で 3 を観測した。沖縄・九州西海岸に小津波が観測されている（宇佐美，2003）。図３－26 参

照。 

・1972年 1月 25日 11時 6分の地震 

1972 年 1 月 25 日 11 時 6 分に台湾付近で地震（M7.5，Mw7.3）があった。与那国島、西表島、石垣

島で震度 3、宮古島で震度 2を観測した。津波の痕跡があった（渡辺，1998）。 

・1972年 1月 25日 12時 41分の地震 

1972年 1月 25日 12 時 41分に台湾付近で地震（M7.2，Mw7.1）があった。石垣島で震度 2、与那国

島と宮古島で震度 1を観測した。 

・1972年 4月 24日の地震 

1972年 4月 24日に台湾付近で地震（M7.3，Mw7.0）があった。与那国島で震度 1を観測した。 
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・2002年 3月 31日の地震 

2002年 3月 31日に台湾付近で地震（M7.0，Mt7.2，Mw7.1）があった。与那国島と黒島で震度 3、多

良間島、石垣島、武富島、波照間島、西表島で震度 2、宮古島で震度 1 を観測した。与那国島久部良

で 10cm程度の津波を観測した。発震機構は、北北西－南南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、沈み込

むフィリピン海プレートと上盤側（陸側）のプレートの境界付近で発生した地震とみられる（地震調

査委員会，2002b）。図３－27、28参照。 

 

なお、これらのほか、1919年以降に与那国島周辺の領域内で発生した M7.0以上の地震として、2001

年 12月 18日に与那国島近海で発生した地震（M7.3，Mt6.8，Mw6.8）がある。この地震に伴って与那

国島と西表島で震度 4 を観測したほか、与那国島久部良で 10cm 程度の津波を観測した。この地震に

ついて、地震調査委員会（2002a）は上盤側（陸側）のプレート内部の浅いところで発生したと考えら

れるとしていることから、本評価では評価対象としなかったが、この地震と同様に上盤側（陸側）の

プレート内でも M7.0以上の地震が発生する可能性はある。図３－29、30参照。 

 

南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

・1947年 9月 27日の地震 

1947 年 9 月 27 日に与那国島近海で地震（M7.4）があった。石垣島で震度 5、宮古島で震度 3 を観

測した。石垣島で死者 1名、西表島で死者 4名。石垣市で屋根瓦の落下 2軒、石垣港コンクリート桟

橋に亀裂、その他、島内で石垣の崩壊・山崩れなどがあった。西表島祖納地方で瓦の落下が目立った。

そのほか、地割れ・落石がところどころに見られ、地鳴りもあった（宇佐美・他，2013）。図３－31参

照。 

・1958年 3月 11日の地震 

1958年 3月 11日に石垣島近海で地震（M7.2，Mw7.2）があった。宮古島、石垣島、西表島で震度 5、

与那国島で震度 4、沖縄本島、奄美大島で震度 3、宮崎県日南市でも震度 1を観測した。八重山で死者

1 名、負傷者 1 名。宮古で死者 1 名、負傷者 3 名。家屋破損、水田・道路・護岸・塀・堤防などの陥

没・決壊などの被害があった（宇佐美・他，2013）。図３－32参照。 

・1959年 4月 27日の地震 

1959年 4月 27日に与那国島近海で地震（M7.5、Mw6.9）があった。石垣島、西表島、与那国島で震

度 4を観測した。図３－33参照。 

 

その他 

＜1771年 4月 24日の地震（八重山地震津波）＞ 

1771年 4月 24日に石垣島近海で地震（M7.4，Mt8.5）があった。地震動は小さく、石垣島では震度

4 程度と推定されてきたが、沖縄本島でも震度 4 程度の揺れであったことと、石垣島における地割れ

痕跡の調査から、石垣島では震度 5以上であったと推定する研究もある（Ando et al., 2018）。非常

に大きな津波が先島諸島を襲い壊滅的な被害を生じた。津波の高さは最大 30mとする説もある（渡辺，

1998）。被害は文献により違いがあるが、先島諸島のうち八重山列島では 9,400 名余、宮古列島では

2,463 名が溺死した。家屋の流出などにより全壊した家屋は、八重山列島で約 2,200 棟、宮古列島で

は少なくとも 800棟に上り、石垣島では完全に消滅した村もあった。八重山列島と宮古列島以外に被

害記録は無く、極めて指向性の強い津波であった（地震調査委員会，1999）。この地震による津波の高

さは、古文書や伝承による情報、1771年の津波で打ち上げられたとみられるサンゴ礫、津波堆積物等

の痕跡調査から総合的に推定されている（Goto et al., 2010a；後藤・他，2012；加藤・木村，1983；

河名・中田，1994；牧野，1968 など）。津波の高さには研究によってばらつきがあるものの、最も津

波が高かった地域は石垣島南部～東部にかけてである。後藤・他（2012）による、先島諸島における

推定遡上高を図３－34 に示す。河名･中田（1994）は、サンゴの年代測定値の分布から、石垣島の近

傍で過去に繰り返し大津波が発生したことを推定しているなど、1771年以前にも同規模以上の津波が

発生していたことを示す地質記録が報告されている（３－１－２の項で述べる）。津波波源モデルと

して、沈み込むプレート内または上盤側（陸側）のプレート内で発生した地震とそれに伴う海底地す

べりによるとするもの（今村・他，2001；Imamura et al., 2008；Miyazawa et al., 2012）、海溝軸

近傍で発生した津波地震によるとするもの（Nakamura, 2009）、前弧域に存在する分岐断層によると

するもの（Arai et al., 2016；Hsu et al., 2013）、石垣島沖の海溝軸付近に存在する巨大海底地す

べり痕に原因を求めるもの（Okamura et al., 2018）などが提案されているが、現在に至るまで定説

を見ない状況である。図３－35、36参照。 
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＜上盤側（陸側）のプレート内で発生した地震＞ 

本評価では評価対象としていないが、上盤側（陸側）のプレート内でも地震が発生している。与那

国島周辺のひとまわり小さい地震の項で記述したとおり、2001年 12月 18日に与那国島近海で発生し

た地震は上盤側（陸側）のプレート内部の浅いところで発生した地震であるほか、南西諸島の北西側

に広がる九州西方沖～沖縄トラフにおいて、上盤側（陸側）のプレート内で活発な地震活動が知られ

ている。また、トカラ列島近海では上盤側（陸側）のプレート内部でまとまった地震活動があること

が知られており（例えば、地震調査委員会，2022b）、1919 年以降の活動をみると最大で M6 クラスの

地震が時々発生している。この項では九州西方沖～沖縄トラフの深さ 40km以浅で発生した 1919年以

降の M7.0以上の地震について述べる。これらの地震の震央は図３－37に示す。 

・1922年 9月 15日の地震 

1922年 9月 15日に台湾付近で地震（M7.0，Mw7.0）があった。石垣島で震度 2を観測した。 

・1938年 6月 10日の地震 

1938年 6月 10日に宮古島北西沖で地震（M7.2，Mw7.7）があった。地震後、小津波が近くの島に到

達した。宮古島平良港では地震後 10分で津波が来た。波の高さ 1.5mで、桟橋の流失などの被害を生

じた（羽鳥，1988；宇佐美，2003）。図３－38参照。 

・2015年 11月 14日の地震 

2015 年 11 月 14 日に薩摩半島西方沖で地震（M7.1，Mw6.8）があり、佐賀県と鹿児島県で最大震度

4を観測したほか、鹿児島県中之島で 30cmの津波を観測した。この地震の発生機構は北西－南東方向

に張力軸を持つ横ずれ断層型である（地震調査委員会，2015）。 

 

３－１－２ 地形・地質学的手法により推定される地震 

津波堆積物に記録された地震・津波 

日向灘に面する海岸における津波堆積物調査は、最近 10 年程度の間に様々な機関によって進めら

れた。しかしこれまでに確度の高い津波堆積物の情報は少なく、宮崎県南端の串間低地において 4,600

年前に 1層認められているのみである（Yamada et al.，2019）。そのほかに宮崎平野においても調査

が行われており、1662年の日向灘地震や約 2,000年前の津波の可能性のある堆積物に関する報告もあ

るが（市原・他，2015；Ioki et al., 2020；鎌滝・他，2013）、分布が局所的で今後の検証が必要な

状態である。 

南西諸島の海岸における津波堆積物調査としては、サンゴ巨礫からなるいわゆる津波石の研究が古

くから行われてきた（Goto et al.，2010a，b；加藤・木村，1983；河名・中田，1994；牧野，1968な

ど）。本地域における 2017 年頃までの研究については、後藤（2017）が詳しくレビューしている。本

地域を北から奄美、沖縄、先島諸島の 3地域に分けた場合、打ち上げ巨礫の観察事例は各地にあるも

のの、津波石として認定できるものは先島諸島に限られており、奄美・沖縄諸島では台風の高波で十

分説明できるとされる（図３－39、40；後藤，2017；Goto et al.，2013）。奄美大島には 2,300年前

の打ち上げ巨礫の報告（河名・中田，2003）があるが、その分布は台風の高波で運搬できるような範

囲に収まっている。このことは、過去 2,300年間において、これらの巨礫をさらに内陸まで運搬でき

るような、台風の高波を超える規模を持つ津波が、この地域では発生していないことを示している

（Goto et al., 2013）。また、沖縄周辺でも、Minamidate et al.（2022）が久高島の打ち上げ巨礫の

分布を説明しうる津波波源を検討し、少なくとも過去 3,500年間に Mw8.3を超える地震は起きていな

いことを指摘している。一方、先島諸島では津波石に関する研究例が豊富にあり、その規模や再来間

隔が検討されている。特に 1771 年八重山地震津波による津波石が石垣島や宮古島などで多数報告さ

れている。最初に指摘したのは牧野（1968）であるが、その中には基盤の琉球石灰岩からの転石やよ

り古い津波石も含まれていたと指摘されている（加藤・木村，1983；河名・中田，1994）。一方で歴史

記録との照合や年代測定から 1771 年八重山地震津波によるものと特定された津波石も多数ある（図

３－41）。宮古列島の下地島には帯岩（帯大石）と呼ばれる縦・横・高さが 14m・14m・9mの巨大な岩

塊が標高 12.5mの海食崖上にあることが知られ、加藤（1989）は表面に固着したサンゴ化石の年代測

定から 1771年八重山地震津波で運ばれたとしているが、より古い津波の可能性もある。 

1771年八重山地震津波より前の津波については、河名・中田（1994）が津波石の年代測定から過去

3,000年間に 600年前、1,100年前、2,000年前、2,400年前にそれぞれあったことを明らかにしてい

る。その後、Araoka et al.（2013）がハマサンゴの津波石に限定した上で多数の年代データを統計的

に分析し、過去 2,500 年間に約 150〜400 年間隔で津波が襲来していたことを明らかにした。ただし

その中には 1771年八重山地震津波よりも小さい津波も含まれている。一方、Ando et al.（2018）は



 

37 

石垣島における砂質津波堆積物の調査から、過去 2,000年間に 4回の津波が襲来していたことを明ら

かにした（図３－42）。1771年八重山地震津波の前は約 800年前（920–620 cal. yr BP）、約 1,500年

前（1670–1250 cal. yr BP）、約 2,000年前（2700–2280 cal. yr BP以降、1670–1250 cal. yr BPよ

り前）にそれぞれ発生したと推定され、平均再来間隔は約 600年である（図３－43）。約 1,500年前の

津波は砂質堆積物が明瞭ではないが、少なくとも約 800 年前と約 2,000 年前の津波は 1771 年八重山

地震津波と同程度の規模だった可能性が高い。 

 

隆起痕跡に記録された地震 

日向灘に面する海岸では、宮崎平野において完新世海岸段丘の分布が知られており、長岡・他（1991a）

によって高位から下田島Ⅰ面からⅣ面に区分されている。また、その南方の日南海岸においてもこれ

らの海岸段丘に対応する離水波食地形の報告がある（前杢・長岡，1988）。各段丘面は、遺跡や 14C年

代測定値からそれぞれ 5,000～4,800 年前、約 3,000 年前、約 1,600 年前にそれぞれ離水したと推定

されている。しかし本地域の隆起原因の一つとして、軽い地殻からなる沈み込んだ九州・パラオ海嶺

によるアイソスタティックな隆起が考えられており（長岡・他，1991b）、地震と段丘形成との関連は

明確ではない。 

南西諸島においては、多くの島々で主にサンゴ礁を起源とする完新世海岸段丘の報告がある（太田・

堀，1980 など）。しかし地震性の隆起との関係について論じられた島は限られている。トカラ列島の

小宝島では、段丘を形成するサンゴ礁の 14C年代測定により、約 2,500y.B.P.に地震性地殻変動に起因

する急激な離水があって、約 8mの隆起が生じたとされている（中田・他，1978）。この隆起量と第四

紀における平均変位速度による検討から、同様な現象の再来間隔は約 1万年と見積もられている。奄

美群島の喜界島では古くから隆起サンゴ礁段丘の存在が知られ（Hanzawa，1935）、最高で標高 13mに

達する完新世海岸段丘が島を取り囲むように良好に発達している。それらの年代は三位・木越（1966）

による報告が最初で、その後 Konishi et al.（1974）や Omoto et al.（1976）などの報告があり、さ

らに中田・他（1978）及び太田・他（1978）は段丘を 4面に区分してそれぞれの年代を推定し、間欠

的な地震性隆起の可能性について述べている（図３－44）。Sugihara et al.（2003）はこれらの報告

に加え、豊富なサンゴ試料の年代と生息深度との関係を詳しく分析した結果、6,300 年前に約 5m、

4,100 年前に約 1m、3,100 年前に約 2m、1,400 年前に約 2m の急激な海面低下があったと推定してい

る。これらが全て地震時の隆起を反映していると考えた場合、最近 3 回のイベントに限ってみると

Shimazaki and Nakata（1980）の時間予測モデルによく一致する。一方で Shikakura（2014）は、喜

界島の完新世海岸段丘の形成についてシミュレーションを行い、従来の間欠的な地震で大きく隆起す

る考え方ではなく、定常的な隆起が段丘を持ち上げる主要因であり、間欠的に侵食のきっかけとなる

小さな隆起が起こって 4面の段丘を形成すると考えた。これに対し、宍倉・他（2019）は現生及び離

水サンゴ・マイクロアトールの解析から、最近約 600年に関して言えば海面はほぼ一定であり、定常

的な隆起を否定している。また後藤・他（2013）は喜界島の地震性隆起について、顕著な津波石が認

定できないことなどを根拠に、海溝沿いのプレート間地震よりもプレート内の断層の活動を想定した

方が説明がつくとしている。小宝島や喜界島でみられる隆起痕跡については、仮に地震性の隆起を表

すものだったとしても、地震の発生場所や発生様式（タイプ）、規模など地震像に関する十分な資料が

得られていないことから、現時点ではこれらの情報を用いた評価が困難であると判断した。 

喜界島より南でも多くの島で海岸段丘の分布が認められるが（太田・堀，1980）、地震性の隆起と関

連付けられる完新世の複数段の海岸段丘が発達した島は少なく、またそれらに関する詳細な報告もほ

とんどない。最近、Weil-Accardo et al.（2020）は与論島と沖縄本島南部でマイクロアトールを用い

た最近 100 年程度の相対的海水準変動の復元を行い、数年〜数 10 年規模で数 cm〜10 数 cm の変動が

起きていることを解明した。これらの変動はスロースリップイベントなどプレートの沈み込みに伴う

地殻上下変動を反映している可能性を指摘している。 

 

タービダイトに記録された地震 

 日向灘、南西諸島海溝沿いともに近年、深海底に堆積する地震性タービダイトの調査が進められ

ているが、まだ報告は多くない。Ujiie et al.（1997）は先島諸島の沖合で得られたピストンコア試

料から過去約 1万年間に 10層のタービダイトを認識し、1,000年間隔で堆積していたことを示してい

る。Ikehara et al.（2017）は同様に先島諸島沖で調査を行い、ピストンコア試料の分析を進めた結

果、400〜1,000年間隔でタービダイトが堆積していることを示した。これは Ando et al.（2018）が

示した陸上の砂質津波堆積物の再来間隔（約 600年）とも整合する。現時点では本地域における地震

性タービダイトの調査例は少ないが、南西諸島海溝周辺は陸域から得られる情報が限られているため、
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今後の地質痕跡調査において海域のタービダイト調査は重要である。 

 

３－２ 近年の地震活動等 

３－２－１ 地震活動の現状 

日向灘及び南西諸島海溝周辺における 1995年以降及び 1919年以降の地震活動を図３－45－１、２

に示す。本評価の対象地域ではフィリピン海プレートと上盤側（陸側）のプレートとの境界で発生す

る地震及び沈み込むフィリピン海プレート内部の地震について、定常的な地震活動が所々に観測され

ている。安芸灘では、2001 年に平成 13年（2001 年）芸予地震（M6.7、フィリピン海プレート内部の

地震）が発生している。日向灘では、M7 程度の活動が 1931 年の M7.1 以降、たびたび観測されてお

り、1968年日向灘地震（M7.5）が発生したほか、1996年には M6.9の地震が発生した。南西諸島海溝

周辺の 1919 年以降～1980 年代は、M5.0 程度の地震が均一に震源決定されていない。2010 年に M7.2

を最大とする地震活動があり、津波を伴った。また、先島諸島～台湾にかけての地震活動が活発であ

り、1998年に M7.7の地震が発生し、津波を伴った。 

 

３－２－２ 地殻変動の現状 

＜陸域＞ 

図３－46－１、２は電子基準点上対馬（950456）を固定し、1997 年 11 月から 2000 年 11 月まで

（Ａ）、2005年 11月から 2008年 11月まで（Ｂ）、2011年 11月から 2014年 11月まで（Ｃ）、2016年

11 月から 2019 年 11 月まで（Ｄ）の地殻変動をそれぞれ表示したもので、ほぼ上盤側（陸側）のプ

レートに対する相対運動を表している。 

Ａ、Ｂの期間には、大規模な地震は発生しておらず、日向灘及び南西諸島海溝周辺の定常的な地殻

変動を示していると考えられる。日向灘北部周辺には北西向きの変動が見られ、日向灘南部周辺では

変動方向が南東方向に転じ、九州が南北方向に伸張するとともに、九州南部が海溝方向へ張り出すよ

うな動きが見られる。南西諸島海溝周辺では九州南部から続く南東ないし南向きの変動が見られ、こ

れに対し、フィリピン海プレート上にある南大東島及び北大東島は北西方向へ変動している。 

Ｃでは、東北地方太平洋沖地震の余効変動の影響で、固定局とした電子基準点上対馬（950456）が

位置する九州北部が九州南部・南西諸島海溝周辺に対して相対的に東にわずかに変動しているため、

全体的にわずかに西向きの変動が載っている。例えば、日向灘南部周辺では変動方向が南方向となっ

ている。ただし、全体としての地殻変動の特徴はＡやＢと同様である。 

Ｄは、平成 28 年（2016 年）熊本地震後の変動を示している。九州の南北方向の伸張がＡやＢの定

常的な期間に比べて大きくなっている。九州より南の日向灘南部及び南西諸島海溝周辺では、東北地

方太平洋沖地震前の変動傾向に戻りつつあるように見える。 

 

＜海域＞ 

日向灘周辺では、海上保安庁によって GNSS-音響測距結合（GNSS-A）による海底地殻変動観測が実

施されている。図３－47 に 2016 年初頭から 2019 年初頭にかけての約 3 年間の平均変位速度を示す。

フィリピン海プレートの沈み込みに伴う、北西方向の変動が見られる。日向灘周辺の海底の平均変位

速度は四国沖の海底に比べると有意に小さい。HYG1 観測点では 2015年から 2016年頃にかけてスロー

スリップに由来すると考えられる非定常変動が検出されており（Yokota and Ishikawa，2020）、その

影響によって速度が小さくなっていると考えられる。一方、HYG2観測点ではそのような非定常な変動

は検出されていない。これはプレート間の固着が弱く常時滑っている状態にあるか、もしくは GNSS-

A 観測の時間分解能で捉えられないスロースリップが度々発生している状態にあることが考えられる。 

南西諸島海溝周辺では、海底地殻変動観測点は乏しく、プレート間固着の全体像を把握するに十分

なデータは得られていない。沖縄本島の南部海域において実施された海底地殻変動観測では、プレー

ト境界浅部における強い固着を示唆する結果が得られている（Tadokoro et al., 2018）。図３－48参

照。 

 

３－２－３ プレート運動との整合性 

日向灘から南西諸島海溝周辺にかけてのフィリピン海プレートと上盤側（陸側）のプレートの相対

運動速度は、DeMets et al.（2010）によれば、日向灘で年間 6.8cm前後で南西へ行くほど増大し、先

島諸島付近では年間 8.9cm 前後に達する。さらに琉球弧の背弧側にある沖縄トラフでの拡大運動

（Argus et al., 2011）を考慮すると南西諸島海溝周辺での相対運動速度はさらに大きくなり、沖縄

本島付近では年間 8.9cm前後、先島諸島付近では年間 14cm前後となる。 
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バックスリップモデルを用いて地殻変動データから推定されるプレート間の固着分布を見ると、プ

レート相対運動のうち、ひずみとして蓄積している速度を表す、すべり欠損速度が日向灘の北東側で

は大きく、南西側では小さいという点は多くの研究で共通している（Nishimura and Hashimoto, 2006；

Kimura et al., 2019；Nishimura et al., 2018；Wallace et al., 2009；Yagi and Kikuchi, 2003；

Yokota et al., 2016）。図３－49参照。すべり欠損速度の絶対値については北東側で年間 3～6cm程

度と研究によって差が大きいが、南西側では多くの研究で共通して年間 1cm 以下となっている。南西

諸島海溝沿いでは、陸域の GNSS 観測データだけでは沖合の固着域を推定することが困難である。

Nishimura et al.（2018）では、南西諸島海溝の最北部で年間 6cmを超えるすべり欠損速度が推定さ

れており、渡部・田部井（2004）では、南西諸島海溝最北部と宮古島沖での年間 2-3cm程度のすべり

欠損速度とそれ以外の領域で年間 1cm以下のすべり欠損速度を推定している。しかし、両研究におい

ても、推定されたすべり欠損速度は陸上 GNSS 観測データから十分拘束されたものではないことが記

されている。一方で、海底地殻変動観測のデータを用いることにより、沖縄本島の南東沖のプレート

境界浅部においてはプレート相対運動に近いすべり欠損速度も推定されている（Tadokoro et al., 

2018）。 

プレート境界での固着については、プレートの相対運動速度と地震活動から推定される断層すべり

速度を比較することによっても推定できる。Igarashi（2010）は、2002年 1月から 2009年 12月まで

の M2以上の地震波形データを用いて、沈み込むプレートの境界で発生する繰り返し地震を特定した。

日向灘沖から八重山列島沖までのフィリピン海プレートの沈み込み境界における繰り返し地震の活

動から繰り返し地震の発生領域のすべり速度は年間 3～12cmと推定した。ほぼ北から南へ南西諸島海

溝に沿ってすべり速度は大きくなっていくが、奄美大島の北の領域ですべり速度が少し小さくなって

いる。八木原（2019）は日向灘から南西諸島海溝沿い北部の 1995年から 2017 年までのフィリピン海

プレートの沈み込み境界で発生した繰り返し地震を使い、2 年ごとの平均的なすべり速度の時間変化

を求めた。10の領域を設定し、その領域内での平均的なすべり速度の変化を図３－50に示した。当該

領域で M6 クラスの地震の発生後はすべり速度の低下がみられるが、2005 年にはすべての領域におい

て年間 2cm 前後のすべり速度となり、ほぼ一定の速度で推移している。しかし、2012 年～2017 年の

間にほぼすべての領域ですべり速度が増加している。すべり速度が 2年間の平均値として求められて

いることを考えるとすべり速度の同時性は高いと考えられる。  
プレート境界での固着とすべり速度を考える上では、非地震性のゆっくりとしたすべりであるス

ロースリップイベント（SSE）の活動状況も参考となる。スロースリップイベントを検知するために

は、陸域の地殻変動観測に加えて海域での地殻変動観測が重要であるが、海底地震計や陸域に設置さ

れた防災科学技術研究所広帯域地震観測網（F-net）等により海溝軸付近のスロー地震活動を検出す

ることで、その発生を間接的に推定することが可能である。 

日向灘のプレート境界浅部では、超低周波地震（VLFE）や図３－51に示すような低周波微動（LFT）

が発生している（Asano et al., 2015；Yamashita et al., 2015, 2021）。日向灘で発生する VLFEと

LFTは、ほぼ同じ場所で互いに同期して発生しているだけではなく、その活動域が 1日十～数十 kmの

速度で移動するという特徴を有する。また、その活動域は、1968 年日向灘地震（Mw7.5）の震源域な

ど、固着が強い領域を避けるように分布している。活動域の移動に関する特徴は、プレート固着域深

部で見られるスロー地震活動と極めて類似していることから、これらの活動と同時期に日向灘のプ

レート境界浅部で SSEが発生していたと考えられている。一方、豊後水道周辺では、南海トラフ固着

域の深部境界付近で、深部 LFTや深部超低周波地震、長期的 SSE等の様々な種類のスロー地震活動が

活発である。Hirose et al.（2010）は、1946年昭和南海地震の西縁に位置する豊後水道周辺のスロー

地震活動と日向灘北部のプレート境界浅部の VLFEが、2003年と 2010年に同期して発生したことを見

出し、深部と浅部をつなぐ SSEの存在の可能性を示唆した。 

一方、南西諸島海溝沿いにおいても VLFEが発生しており（Ando et al.，2012；Nakamura and Sunagawa， 

2015）、その活動域は通常のプレート間地震の活動域の海溝軸側に活動度に地域性を有しつつ分布し

ている（図３－52；浅野・他，2014）。特に、種子島南東沖や奄美大島北東沖では、群発的な VLFE活

動が発生し、その活動域は海溝軸に沿って移動する傾向にある。通常のプレート間地震と同期する事

例も確認されており、日向灘同様、SSE が VLFE の活動を引き起こしていると考えられる（浅野・他，

2015）。 

南西諸島海溝沿いでは、VLFE に比べて高周波成分に富む低周波地震（LFE）の活動も報告されてい

る。これまで、中部（沖縄本島周辺）と南部（八重山列島周辺）に顕著な活動域が見いだされている

（Arai et al.，2016；Nakamura，2017）。VLFEと同様に、LFEの活動も SSEに起因すると考えられる。

VLFE及び LFEの活動域は SSEの震源域の外側にあるが、その位置関係は中部と南部とで異なる。中部
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では SSE の震源を取り囲むように VLFE-LFE が分布し、両者はプレート境界面上のほぼ同じ深さ範囲

で発生しているのに対して、南部においては、SSE 発生域に比べて浅部側で LFE が発生しており、深

さ方向での棲み分けが認められる（Arai et al.，2016；Nakamura，2017）。 

VLFEの発生頻度は、南西諸島海溝沿いで高く、南海トラフ沿いで小さい。この特徴は、プレート間

固着の強さやすべり速度の地域性を大局的に反映していると考えられる。今後、長期間に渡る通常の

地震活動及び超低周波地震活動の活動様式を解明することにより、プレート間固着や応力集中状態を

含めたプレート間の振る舞い把握につなげることが期待される。 

日向灘から南西諸島海溝周辺においては、陸域の GNSS 観測網の整備により多数の SSE が発生して

いることが明らかになっている。継続時間が比較的短い（数十日程度以下）SSE は、南海トラフ沿い

では、主に深さ 30km前後のプレート境界面で発生しているのに対し、南西諸島海溝沿いでは深さ 10-

60kmに幅広く分布し、走向方向の分布も不均質である（図３－53；Nishimura，2014）。特に SSEの発

生が多い場所としては、九州中部沿岸部、種子島付近、喜界島付近、沖縄本島南部南東沖、西表島付

近が挙げられる。西表島付近で発生する SSEは、プレート境界面の深さ 20-40kmのほぼ同じ領域で繰

り返し発生しており（Heki and Kataoka，2008）、1997年から 2016年の 20年間に 38回の発生が知ら

れている（Tu and Heki，2017）。SSEの平均的なすべり量、Mw及び継続時間は、それぞれ 5-6cm、6.6

程度、0.1-0.15年であり、1997-2016年に発生した SSEによるプレート間の平均的なすべり速度は年

間 8.6cmとなる（Tu and Heki，2017）。この速度は、沖縄トラフにおける背弧拡大も考慮した西表島

沖の南西諸島海溝における相対運動速度（年間 12.5cm）の 70％程度であり、プレート相対運動の大半

が非地震性のSSEによって解放されていることになる。しかし、西表島付近と喜界島付近（年間約4cm）

を除けば、SSEによる平均的なすべり速度は年間 2cm 以下であり、プレート相対運動速度の 20％以下

であるため、プレート相対運動の大半は、より長期の SSE、定常的なクリープあるいは海溝型地震に

よって賄われていることになる。日向灘では、継続時間が 1 年程度でプレート境界面の深さ 30-40km

で発生する長期的 SSE（Mw6.6-6.7程度）が知られている（Ozawa，2017；Yarai and Ozawa，2013）。

継続時間が比較的長い（約 300日程度）SSEを対象とした解析（Takagi et al.，2019）によると、こ

れらの SSEの再来間隔は大分県付近では 6年程度であるのに対し、宮崎県付近では 2-3年と短く（図

３－54）、プレート相対運動速度に対する SSEの平均的なすべり速度も、大分県付近では、10-20％な

のに対し、宮崎県付近では 50-60％に達する。また、これらの長期的 SSE は、豊後水道の長期的 SSE

（例えば、Yoshioka et al.，2015）なども含めて 5-6年毎に日向灘から四国西部に向かって移動す

る傾向があり（Takagi et al.，2019）、南海トラフ沿いの巨大地震の震源域に対する応力蓄積速度の

時間変化をもたらす要因になると指摘されている（Uchida et al.，2020）。同様の応力蓄積に対する

影響は、日向灘で発生する地震に対してもあてはまると考えられる。 

なお、地殻変動データを用いた固着分布の推定や SSEの検出においては、その検出限界が観測点分

布に強く依存していることに注意する必要がある。本地域における現状では地殻変動の観測点は陸域

の GNSS 観測点に限られるため、海溝軸付近の沖合の領域や島嶼部においては検出能力が低い領域が

あり、固着分布及び SSEの発生分布の全体像を知るためには、海底での地殻変動観測を行っていく必

要がある。  
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４ 日向灘周辺の地震活動の長期評価の説明 

４－１ 評価対象領域 

本評価における評価対象領域を、地形（幾何形状の変化）、力学条件の変化、既往の大地震の震源域、

現在の地震活動等を考慮し、主文図１のように定義した。各境界線の根拠を以下に示す（境界線の番

号は図４－１を参照）。本項では、日向灘周辺に定義した評価対象領域である「日向灘」「安芸灘～伊

予灘～豊後水道」「九州中央部」の領域設定の根拠となる境界線（１～４、６、10～15）について説明

する。南西諸島海溝周辺の領域設定の根拠となるそれ以外の境界線（５～９、16）については５－１

の項で説明する。なお、本評価での領域設定の根拠として採用したプレート形状モデルは文部科学省

研究開発局・国立研究開発法人海洋研究開発機構（2020b）である。 

本項で説明する領域のうち、「日向灘」は境界線１～４で囲まれた範囲であるが、これは「南海トラ

フの地震活動の長期評価（第二版）」（地震調査委員会，2013）における「都井岬～足摺岬」（セグメン

トＺ）と同一である。 

 

境界線１、２：「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」における「都井岬～足摺岬」（セグメ

ントＺ）の東端及び西端 

南海トラフでは前弧海盆が海岸線の張り出しによって分断されており、その構造的特徴が海溝型

巨大地震の震源域のセグメント（領域）境界の形成や多様な巨大地震発生パターンの原因となりう

る可能性が指摘されていることを踏まえ、「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」では、そ

れらの構造的特徴に基づいて六つのセグメントに分割している。境界線１、２はそれぞれ足摺岬、

都井岬に対応する。 

 

境界線３：南海トラフのトラフ軸 

 

境界線４：深部低周波微動発生域下限付近 

「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」では深部低周波微動発生域の下限付近を震源域

深部側の境界線に採用している。なお、日向灘周辺では深部低周波微動は必ずしも活発ではない。

この境界線は日向灘においてはフィリピン海プレートの上面深さ 40kmにおおむね対応している。 

 

境界線６：プレート上面深さ 60kmの等深線 

設定の根拠については５－１の項で詳述する。なお、境界線４と滑らかにつなぐように設定した

ため、図４－１の（B）に描画する範囲では、境界線６の位置に対応するプレート上面深さは北に向

かうにつれて徐々に浅くなる。 

 

境界線 10：発生する地震のメカニズム解が共通する範囲の最浅部 

この周辺では、平成 13 年（2001 年）芸予地震に代表されるように、沈み込んだフィリピン海プ

レート内で、東西方向に張力軸を持つ正断層型の地震が発生する。本評価ではプレート上面深さ及

び周辺で発生する地震のメカニズム解を参考に、同様のメカニズムを持つプレート内地震が発生し

ている最浅部を境界線に設定した。 

 

境界線 11：M6.7以上の地震の震央の分布の東限 

この周辺で発生した M6.7以上の地震を包含するよう、その分布の東端を便宜的に設定した。 

 

境界線 12：微小地震活動の分布 

周防灘周辺では、安芸灘周辺に比べ、より深い領域まで微小地震分布が連続しているため、それ

らの分布を包含するように境界線を設定した。 

 

境界線 13：豊後水道付近 

評価対象領域を安芸灘～伊予灘～豊後水道と九州中央部に分割するため、便宜的に豊後水道付近

から微小地震活動分布を参考に設定した。 

 

境界線 14：佐多岬沖 

評価対象領域を九州中央部と南西諸島北西沖に分割するため、便宜的に佐多岬沖でプレート沈み

込み方向に平行に設定した。 
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境界線 15：深さ 150km以浅の地震の分布下限 

 本評価では震源の深さが 150kmより浅い地震を評価対象としたため、震源の深さが 150kmより浅

い微小地震活動の分布を参考に設定した。 

 

前回の評価からの主な変更点 

前回の評価では、日向灘周辺を「日向灘」「安芸灘～伊予灘～豊後水道」「九州から南西諸島周辺」

の 3領域に区分していた。 

「日向灘」については、前回の評価ではプレート間地震に限定して評価していたため、防災科学技

術研究所広帯域地震観測網（F-net）のモーメントテンソル解の空間分布及びプレート上面深さ、当時

の南海地震の想定震源域、志布志湾～九州・パラオ海嶺北端のやや深発地震の活動境界線を参考に領

域を設定した。一方、先述のとおり、本評価では「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」にお

ける「都井岬～足摺岬」（セグメントＺ）と同一とした。 

「安芸灘～伊予灘～豊後水道」については、前回の評価では、過去の地震の余震分布やプレート内

地震と思われる M6.7 以上の地震の震央分布を参考に領域を設定した。本評価では、それらと同様の

メカニズムの地震が発生しているところまで浅部側の領域を拡張したほか、深部側については、微小

地震が連続的に分布する豊後水道から周防灘の方向に領域を拡張した。 

「九州中央部」については、前回の評価では沈み込んだプレート内のやや深い地震を評価する領域

として九州から南西諸島周辺を一括して領域を設定していたが、本評価ではこの領域を九州の南端周

辺で分割し、九州中央部と南西諸島北西沖としてそれぞれで評価した。 

 

４－２ 地震の発生位置及び震源域の形態 

（１）日向灘の巨大地震、ひとまわり小さい地震 

前回の評価では、日向灘で発生するプレート間地震について、M7.6程度の「日向灘のプレート間地

震」、M7.1程度の「日向灘のひとまわり小さいプレート間地震」として評価し、1984年 8月 7日の地

震（M7.1）はプレート内地震であった可能性に言及していた。本評価では、日向灘において震源決定

精度に問題があることから、プレート間地震とプレート内地震を区別せずに評価することとしたほか、

他の海域の長期評価における評価対象地震の規模を参考にし、日向灘で発生する M7.0～7.5程度の地

震については、更に規模を分割せずに「日向灘のひとまわり小さい地震」として一括で評価した。 

過去に発生した日向灘のみを震源域とするひとまわり小さい地震のうち、日向灘で発生した既往最

大の地震である 1662 年 10 月 31 日の地震（M7.6）については、この地震に伴って発生した津波によ

る大きな被害が知られており、羽鳥（1985）は日向灘で発生した最大級の津波であるとしたほか、Ioki 

et al.（2020）は日向灘で発生した M7 クラスのプレート間地震に伴う津波よりも大きいことを指摘

している。そのため、この地震は日向灘のみを震源域とする巨大地震であった可能性がある。 

なお、1662 年の地震を含め、日向灘のみを震源域とした M7 以上の地震については、同一の震源域

で繰り返し発生しているという知見はない。そのため、本評価では領域内のいずれの場所でも過去に

発生した地震と同様の地震が発生する可能性があると考えた。 

 

（２）安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

安芸灘～伊予灘～豊後水道においては、沈み込んだフィリピン海プレートが東西方向に引っ張りの

力を受け、プレート内地震が発生している。本領域で発生する M6.7以上の地震については、同一の震

源域で繰り返し発生しているという知見はないことから、本評価では領域内のいずれの場所でもこの

領域内で過去に発生した M6.7以上の地震と同様の地震が発生する可能性があると考えた。 

 

（３）九州中央部の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

17 世紀以降、領域内で発生した M7.0以上の地震は 1909年 11月 10日に発生した地震（M7.6）のみ

であり、同一の震源域で繰り返し地震が発生しているという知見は得られていない。 

 

（４）その他 

日向灘の海溝軸外側においては、17世紀以降にM7.0以上の地震が発生したことは知られていない。

また、隣接する南西諸島海溝周辺に比べて海溝軸外側における微小地震活動も比較的低調である。そ

のため、地震の発生位置や震源域の形態を推定できないことから、評価対象領域を設定しなかった。 

南海トラフの M8～9クラスの地震については、「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」にお
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いて日向灘が震源域の一部に含まれ得ると評価しており、1707年の宝永地震（M8.6）では日向灘も震

源域に含まれていた可能性があるとしている。南海トラフの M8～9クラスの地震の発生位置や震源域

の形態の詳細については「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」に記述されている。 

 

４－３ 将来発生する地震について 

 留意点 

将来の地震の発生確率については、「長期的な地震発生確率の評価手法について」（地震調査委員会，

2001a）に基づいて推定した。ここでは、確率の計算方法や地震規模の推定方法、将来の地震発生に関

する情報等の留意点を述べる。 

 

・日向灘周辺の各領域ではほぼ同一の震源域で地震が繰り返し発生しているという知見はないことか

ら、いずれも時間的にも空間的にも領域内で一様に地震が発生すると考え、ポアソン過程を適用し

て地震発生確率を算出した。 

・過去に日向灘で発生したひとまわり小さい地震の規模は M7.0～7.6である。５章に示す南西諸島海

溝周辺の評価においては、南西諸島周辺のひとまわり小さい地震の規模が M7.0～7.7、与那国島周

辺のひとまわり小さい地震の規模が M7.0～7.5 である。各領域で発生したこれらの地震の上限と下

限から、評価対象とする将来発生するひとまわり小さい地震の規模については、一律で M7.0～7.5

程度とした。 

・南海トラフから南西諸島海溝の全域にわたるプレート境界地震や九州・パラオ海嶺を超えて日向灘

を含む南海トラフと南西諸島海溝が連動して発生する超巨大地震については、長期評価に必要な科

学的知見の収集・整理が現時点では不十分と判断した。したがって、これらの地震の長期評価につ

いては、今後、新たな知見やデータの収集・整理を図ることにより、その評価が可能と判断される

に至った時点で実施することにした。 

 

（１）日向灘を震源域とする地震 

日向灘の巨大地震 

 日向灘では、17世紀以降、当該領域内のみを震源域とする巨大地震の発生は知られていない。ただ

し、本評価で日向灘のひとまわり小さい地震に分類している 1662 年 10 月 31 日の地震（M7.6）につ

いて、その地震に伴う津波は、日向灘で発生した最大級の津波であるという指摘（羽鳥，1985）のほ

か、他の日向灘のひとまわり小さい地震として評価した地震に伴う津波に比べて大きかったことが指

摘されている（Ioki et al., 2020）。その具体的な規模については明らかではないが、この地震が巨

大地震であった可能性がある。以上から、今後、日向灘のみを震源域とする M8程度の巨大地震が発生

する可能性はあるものの、本評価では、将来の地震の発生確率は不明とした。 

 

日向灘のひとまわり小さい地震 

将来発生する地震の規模については、日向灘で過去に発生したひとまわり小さい地震の規模から

M7.0～7.5 程度とした。1919 年以降の 103 年間に領域内で M7.0～7.5 程度の地震が 5 回発生したが、

ほぼ同一の震源域で繰り返し発生しているという知見はない。したがって、20.6年に 1回の割合で時

間的にも空間的にも領域内で一様に発生すると考え、ポアソン過程を適用すると、今後 30 年以内の

地震発生確率は 80％程度と推定される。 

前回の評価においてはプレート間地震に限定して評価しており、1984年の地震（M7.1）がプレート

内地震であった可能性があることを踏まえ、期間内に発生した地震の回数に 1回分の幅を与えていた

ため、地震発生確率も幅を持った値となっていた。本評価では、プレート間地震とプレート内地震を

区別せずに評価しているため、1984 年の地震は期間内に発生した 1 回の地震として取り扱っている。 

 

（２）日向灘以外も震源域に含む地震 

南海トラフの M8～9クラスの地震 

「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」において、日向灘は南海トラフで発生する M8～9ク

ラスの地震の震源域の一部に含まれる可能性があると評価されており、今後 30 年以内の地震発生確

率は 70％～80％と評価されている（令和 4年 1月 1日現在；地震調査委員会，2022a）。評価内容の詳

細については「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」を参照されたい。 

  

（３）その他の地震 
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安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

将来発生する地震の規模については、領域内で過去に発生した被害地震の規模から M6.7～7.4程度

とした。この領域内では、17世紀以降の 422年間に M6.7～7.4程度の地震が 7回発生した。したがっ

て、60.3年に 1回の割合で時間的にも空間的にも領域内で一様に発生すると考え、ポアソン過程を適

用すると、今後 30年以内の地震発生確率は 40％程度と推定される。 

なお、7 回の地震のうち 5 回が近代的な地震観測が始まる前に発生している。これらの地震の発生

メカニズムは不明であるが、本評価ではこれらの地震が平成 13 年（2001 年）芸予地震と同様のメカ

ニズムで発生した地震と仮定している。また、これらの地震に対して推定された震源の位置には不確

実性がある。たとえば、1749 年の地震（M6.8）は宇佐美（2003）による前回の評価時点での震央推定

位置では評価対象領域の外側だったため評価しなかったが、その後の宇佐美・他（2013）による被害

や揺れの記録等の歴史記録の見直しにより震央の推定結果が変わったため、本評価では評価対象と

なった。 

 

九州中央部の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

 17世紀以降、この領域で発生した M7.0以上の地震は 1909年 11月 10日の地震（M7.6）の 1回のみ

である。本評価ではこの地震と同程度の M7.0～7.5 程度の地震が領域内のどこでも発生する可能性が

あるとしたものの、発生頻度を推定するための情報が不足していることから発生確率等は不明とした。 

 

日向灘の海溝軸外側の地震 

 日向灘の海溝軸外側では、17世紀以降、顕著な被害を伴う地震が発生したことは知られていないこ

とから、将来地震が発生することは否定できないが、地震の規模・発生確率は不明とした。なお、南

西側に隣接する南西諸島海溝沿いでは 1998年 5月 4日の M7.7の地震（南西諸島周辺のひとまわり小

さい地震として評価）が海溝軸外側で発生している。一方で、北東側に隣接する南海トラフ沿いでは

トラフ軸外側で発生したことが明らかな大地震は知られていないが、トラフ軸近傍のフィリピン海プ

レート内部で発生した地震活動として 2004年の紀伊半島南東沖の地震活動（最大地震 M7.4）がある。 

 

４－４ 多様な確率計算手法の試算 

主文で使用した手法及びその確率計算結果については前節に記載したが、本評価の対象領域におけ

る地震発生確率の計算方法はほかにも考えられるため、その試算結果の一例を以下に記述する。 

（１）G-R式を使用する手法 

Gutenberg-Richterの関係式（Gutenberg and Richter, 1944；以下、G-R式）を適用した結果を

示す。この法則を使用すれば、評価対象となる規模の地震が発生していない領域でも、過去の地震

活動から発生頻度を推定できる。G-R式を適用する地震カタログには気象庁震源カタログを使用し、

b値は検知能力の変化を考慮して 1997年 10月～2016年 3月（一元化処理開始以降、自動震源決定

手法導入以前）の地震に基づいて推定した。a値は、b値を固定した状態で、1983年以降の M5以上

の地震を用いて推定した。b値の推定は最尤法によって行い、その際の M下限（図４－２参照）の決

定には明田川（2018）の手法を採用した。この手法では、処理能力や検知能力の限界による b値の

過小評価が起きにくいという特徴がある。a値は対象となる M下限以上の地震数 Nについて観測と

G-R式から予想される数が一致するように決定した。確率の計算にはポアソン過程を適用した。抽出

した規模別の地震数を図４－２に示す。G-R式から計算された各領域の規模に対応する確率は表１の

とおりである。図４－２に示すとおり、九州中央部の沈み込んだプレート内のやや深い地震につい

ては、a値を求める際に使用した M5以上の地震の数が 3回と少ない。そのため、計算に使用する M

の範囲の設定によって a値の推定が大きくばらつくことから、地震発生確率は計算できないと判断

した。 

なお、G-R式は固有規模の地震に対しては関係が崩れることや、規模別頻度分布が上に凸になる例

もあることが指摘されており（例えば、宇津, 1999）、全てのマグニチュードで G-R式が成立するか

どうか不明であることに留意すべきである。また、計算に用いた地震の数が少ない場合、b値や a値

の推定結果及びそれらから算出される地震発生確率には大きな不確実性が伴うことには注意が必要

である。 
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表１ 今後 30年間に地震が発生する確率（G-R式・ポアソン過程を適用した場合） 

a値の算出に用いた地震の数が 30未満と少なく、計算結果に大きな不確実性が伴うと思われる

ものに＊を付した。 

 規模 今後 30年以内の 

地震発生確率 

日向灘 M7.0以上 60％程度 

安芸灘～伊予灘～豊後水道の沈み

込んだプレート内のやや深い地震 

M6.7以上 50％程度 ＊ 

九州中央部の沈み込んだプレート

内のやや深い地震 

M7.0以上 地震数が少なく 

計算できない 
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５ 南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評価の説明 

５－１ 評価対象領域 

本評価における評価対象領域を、地形（幾何形状の変化）、力学条件の変化、既往の大地震の震源域、

現在の地震活動等を考慮し、主文図１のように定義した。各境界線の根拠を以下に示す（境界線の番

号は図４－１を参照）。なお、境界線１～４、６、10～15 については４－１の項で述べており、本項

では南西諸島海溝周辺に定義した評価対象領域である「南西諸島周辺」「与那国島周辺」「南西諸島北

西沖」の設定根拠となる境界線（５～９、16）について説明する。なお、日向灘周辺と同様、領域設

定の根拠として採用したプレート境界モデルは文部科学省研究開発局・国立研究開発法人海洋研究開

発機構（2020b）である。 

 

境界線５：境界線２の海溝軸（トラフ軸）外側への延長 

南西諸島海溝周辺では、海溝軸外側で発生する地震も評価している。境界線５は境界線２を海溝

軸（トラフ軸）外側約 120kmまで便宜的に延長したものである。 

 

境界線６：プレート上面深さ 60kmの等深線 

南西諸島海溝周辺においては震源決定精度に問題があるため、プレート間地震や沈み込んだフィ

リピン海プレート内の地震と、上盤側（陸側）のプレート内の地震とを区別することが困難である。

しかし、震源分布の断面図から、おおむね深さ 60km より深い地震であれば、浅いところで発生して

いる上盤側（陸側）のプレート内の地震と区別が可能である（図５－１）。これを踏まえ、この境界

線６より背弧側（大陸側）で発生する震源深さが 60km以深の地震であれば、沈み込んだフィリピン

海プレート内で発生した地震であると判断できると考え、この境界線を設定した。 

なお、境界線４と滑らかにつなぐように設定したため、図４－１の（B）に描画する範囲では、境

界線６の位置に対応するプレート上面深さは北に向かうにつれて徐々に浅くなる。 

 

境界線７：海溝軸から約 120km外側 

南西諸島海溝周辺では 1998 年 5 月 4 日の石垣島南方沖の地震（M7.7）など、海溝軸外側でも地

震が発生している。海溝軸外側で発生する地震の震央は海溝軸からおおむね 120km外側まで分布し

ていることから、これらの地震を評価対象に含めるように境界線を設定した。なお、先島諸島から

台湾東方沖にかけては地形的に海溝軸が不明瞭になるが、台湾東岸まで便宜的に境界線を滑らかに

延長した。 

 

境界線８:東経 123度 

南西諸島海溝においてはフィリピン海プレートが上盤側（陸側）のプレートの下に沈み込んでい

る一方で、台湾の南方に位置するマニラ海溝では逆に上盤側（陸側）のプレートがフィリピン海プ

レートの下に沈み込んでいる。両海溝の接合部に位置する台湾周辺では両プレートが衝突しており、

プレート構造が単純ではないが、台湾の東海岸沖ではフィリピン海プレート内で活発な浅発地震活

動がみられ、両プレートの相対運動のかなりの部分をこの地域の地震で消費しているとみられる

（瀬野，1994）。そのため、南西諸島海溝沿いにおいても台湾に近いところでは地震活動が非常に活

発である。これに伴い、南西諸島海溝沿いで発生する M7.0 以上の地震の発生頻度がおおむね東経

123度周辺を境に変化することから、便宜的に東経 123度線を境界線に設定した。 

 

境界線９：台湾東岸の海岸線 

台湾東方沖で地震が発生した場合、先島諸島を含む日本の領域に被害を及ぼす津波を伴う可能性

があることから、台湾の海岸線まで領域を設定した。ただし、瀬野（1994）によると台湾東部を南

北に走る花東縦谷から東に傾き下がる断層での活動はフィリピン海プレートと上盤側（陸側）のプ

レートの力学境界での活動と考えられるほか、境界線８の説明でも述べたとおり、台湾の東海岸沖

で発生している活発な浅発地震活動は両プレートの相対運動のかなりの部分を消費している。この

ことから、与那国島周辺から台湾の東海岸沖における地震活動は、花東縦谷までは不可分であると

考えられる。本評価では与那国島周辺の地震活動として台湾東岸の海岸線より東側の海域について

評価したが、地震の発生頻度の算出に当たっては、台湾東岸の海岸線から花東縦谷までの範囲で発

生した地震も参考にした。 

 

境界線 16：台湾東岸の海岸線 
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境界線８の説明でも述べたとおり、台湾周辺ではプレート構造が単純ではなく、この周辺では沈

み込んだフィリピン海プレートの形状もモデルによって解釈が異なるなど、地震の発生領域を決め

るのは容易ではない。本評価では評価対象領域の西端を定義するため、境界線を台湾東岸の海岸線

に便宜的に設定した。 

 

前回の評価からの主な変更点 

前回の評価では、南西諸島海溝周辺を「南西諸島周辺」「与那国島周辺」「九州から南西諸島周辺」

の 3領域に区分していた。 

本評価で沈み込んだプレート内のやや深い地震のみを評価する「南西諸島北西沖」は、４－１で述

べたとおり、前回の評価で「九州から南西諸島周辺」としていた領域を九州の南端周辺で分割したう

ちの南西諸島海溝周辺側の領域である。境界線６より背弧側（北西側）では、現在の震源決定精度で

あれば沈み込んだプレート内のやや深い地震と、プレート間地震及び上盤側（陸側）のプレート内の

地震を区別できると考え、これより背弧側（北西側）に「南西諸島北西沖」を定義した。 

本評価でプレート間地震及びプレート内地震を評価する「南西諸島周辺」「与那国島周辺」は、沈み

込んだプレート内のやや深い地震が区別できなくなる境界線６より南東側（前弧側）に、海溝軸の外

側まで含めて評価対象領域を定義した。前回の評価では海溝軸外側には領域を定義していなかった一

方で、上盤側（陸側）のプレート内の地震も併せて評価するため、境界線６よりも北西側（背弧側）

に広がる九州西方沖から沖縄トラフにかけての海域も含めた評価対象領域を定義していた。 

また、前回の評価において、「与那国島周辺」は M7.5程度の地震が発生した場合に先島諸島で震度

5 以上となるような範囲を基準に領域を設定していたが、本評価ではテクトニクスの観点から与那国

島周辺の地震活動が台湾付近まで不可分であること、台湾東岸付近までの海域で地震が発生した場合

には先島諸島を含む日本の領域に津波の被害を伴う可能性があることを踏まえ、西側に領域を拡張し

た。 

 

５－２ 地震の発生位置及び震源域の形態 

（１）南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震 

南西諸島周辺及び与那国島周辺で発生したことが知られている地震のうち、巨大地震に分類される

ものは 1911年の喜界島地震（M8.0）のみである。３－１－１でも述べたとおり、前回の評価において

は、大きな津波を伴いつつも、有感範囲が広いことや国際的な観測を踏まえた震源の深さが 140km程

度とされていたことから、この地震を「九州から南西諸島周辺のやや深発地震」に分類していた。そ

の後の調査研究の進展によりこの地震が浅いところで発生したプレート間地震またはプレート内地

震であるという解釈が有力になってきたことから、本評価では南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大

地震に分類した。なお、この地震の発生様式（タイプ）について、喜界島や奄美大島周辺特有のテク

トニクスに理由を求めるもの（Arai et al., 2017）もあるが、本評価では同様の規模の巨大地震が

南西諸島周辺及び与那国島周辺の領域内のいずれの場所でも発生する可能性があると考えた。 

 

（２）南西諸島周辺のひとまわり小さい地震 

南西諸島周辺では震源決定精度に問題があることから、現在の観測網でも発生様式（タイプ）を特

定できない場合があるため、プレート間地震及びプレート内地震を区別せずに評価している。そのた

め、南西諸島周辺のひとまわり小さい地震に分類した地震の中には、上盤側（陸側）のプレート内の

地震も含まれている可能性がある。 

この領域内で発生した M7.0 以上の地震が同一の震源域で繰り返し発生しているという知見は得ら

れていないことから、領域内のいずれの場所でもこの領域内で過去に発生した M7.0 以上の地震と同

様の地震が発生する可能性があると考えた。なお、領域の面積に比して過去に領域内で発生した M7.0

以上の地震が乏しく、最近発生した中小規模の地震の分布からも領域を細分化できるだけの明確な地

域性が見られない（図３－45－１）。地形的特徴に基づいて領域を細分化したとしても、個々の領域に

おける地震活動に明瞭な差異がなく、地形的特徴に関連付けて地震活動の特徴を議論するのが困難で

ある。これらの事情を勘案し、本評価では地震活動等の知見に基づいた領域の細分化が困難であると

判断した。そのため、「南西諸島周辺」の領域は他の評価及び本評価における他の領域に比べて広大な

領域設定となっている。 

 

（３）与那国島周辺のひとまわり小さい地震 

与那国島周辺では震源決定精度に問題があることから、現在の観測網でも発生様式（タイプ）を特
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定できない場合があるため、プレート間地震及びプレート内地震を区別せずに評価している。そのた

め、与那国島周辺のひとまわり小さい地震に分類した地震の中には、上盤側（陸側）のプレート内の

地震も含まれている可能性がある。 

先に述べたとおり、台湾周辺ではフィリピン海プレートと上盤側（陸側）のプレートが衝突してお

り、台湾周辺ではプレート構造が単純ではない。台湾東部を南北に走る花東縦谷から東へ傾き下がる

断層での活動はプレート力学境界での活動と考えられる。また、台湾の東海岸沖ではフィリピン海プ

レート内で活発な浅発地震活動がみられ、両プレートの相対運動のかなりの部分をこの地域の地震で

消費しているとみられる（瀬野，1994）。与那国島周辺のひとまわり小さい地震として評価した地震の

中には、この台湾周辺の複雑なテクトニクスに起因して発生する様々な地震が含まれている可能性が

ある。 

この領域内で発生した M7.0 以上の地震が同一の震源域で繰り返し発生しているという知見は得ら

れていないことから、領域内のいずれの場所でもこの領域内で過去に発生した M7.0 以上の地震と同

様の地震が発生する可能性があると考えた。 

 

（４）南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

九州から南西諸島周辺において発生するプレート内地震について、前回の評価では、九州から南西

諸島周辺について一括して領域を設定したが、本評価ではこの領域を九州の南端周辺で分割し、九州

中央部と南西諸島北西沖としてそれぞれで評価した。南西諸島北西沖の領域内では M7.0 以上の地震

が同一の震源域で繰り返し発生しているという知見は得られていないことから、領域内のいずれの場

所でも同様の地震が発生する可能性があると考えた。 

 

（５）その他 

1771年八重山地震津波タイプ 

1771年八重山地震津波については地震動を伴ったことは歴史記録に残っているが、３－１－１でも

述べたとおり、大規模な津波が発生した原因については複数の説が提唱されており、現時点で結論は

得られていない。また、津波堆積物の調査結果からは、先島諸島においては過去に大小様々な津波が

襲来しており、その中でも 1771 年の津波と同規模以上の津波が過去に複数回発生していること、南

西諸島海溝周辺において同様の大きな津波は先島諸島周辺に集中しているとみられることも指摘さ

れているが、過去の津波に対応する地震動を示す明確な痕跡はなく、津波の原因は明らかではない。

よって、1771年の津波も含めて、津波の原因となった地震像が明らかではなく、地震活動としての評

価が困難であることから、本評価では地震の発生位置や震源域の形態は評価しない。 

 

九州西方沖～沖縄トラフの上盤側（陸側）のプレート内の地震 

先述のとおり、前回の評価では、九州西方沖～沖縄トラフを含める形で評価対象領域を設定してい

た。本評価ではプレート間地震及びプレート内地震を評価しており、上盤側（陸側）のプレート内で

発生する地震は評価対象としていないが、九州西方沖～沖縄トラフでも活発な地震活動が知られてお

り、被害を伴う地震が発生するおそれもあることから、本評価では参考までに地震の発生位置等につ

いて検討を行った。図３－37に、九州西方沖～沖縄トラフの上盤側（陸側）のプレート内の地震とし

て分類する地震の発生範囲及びその中で発生した 40km 以浅、M7.0 以上の地震の発生場所を示す。前

弧側（南東側）の境界は、本評価で設定した南西諸島周辺及び与那国島周辺の領域の大陸側境界（図

４－１の境界線６）とした。この境界線より背弧側（北西側）であれば、少なくとも現在の震源決定

精度では、沈み込んだプレート内の地震と上盤側（陸側）のプレート内の地震とを区別できるためで

ある（図５－１）。また、沖縄トラフの大陸側（北西側）縁辺では、複数の断層によって、陸棚の平ら

な地形から水深 200～500m 付近で急激に落ち込む地形になっている（Nishizawa et al., 2019）。こ

の地形が背弧拡大の起こっている範囲の境界を示すものと考え、大陸側（北西側）の境界線は水深 200m

の等深線を参考にして設定した。西側の境界は便宜的に台湾の東岸、北東側の境界は隣接する地域の

長期評価や地域評価で設定した領域を参考にした。 

この領域内では、M7.0以上の地震が同一の震源域で繰り返し発生しているという知見はないことか

ら、領域内のいずれの場所でも同様の地震が発生する可能性があると考えた。 

 

５－３ 将来発生する地震について 

留意点 

将来の地震の発生確率については、「長期的な地震発生確率の評価手法について」（地震調査委員会，
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2001a）に基づいて推定した。ここでは、確率の計算方法や地震規模の推定方法、将来の地震発生に関

する情報等の留意点を述べる。 

 

・南西諸島海溝周辺の各領域ではほぼ同一の震源域で地震が繰り返し発生しているという知見はない

ことから、いずれも時間的にも空間的にも領域内で一様に地震が発生すると考え、ポアソン過程を

適用して地震発生確率を算出した。 

・過去に南西諸島周辺で発生したひとまわり小さい地震の規模は M7.0～7.7、与那国島周辺で発生し

たひとまわり小さい地震の規模は M7.0～7.5 である。４章に示した日向灘周辺の評価においては、

日向灘のひとまわり小さい地震の規模が M7.0～7.6である。各領域で発生したこれらの地震の上限

と下限から、評価対象とする将来発生するひとまわり小さい地震の規模については、一律で M7.0～

7.5程度とした。 

・南西諸島海溝周辺においては、国内の地震観測網による地震検知能力が低下した時期があるため、

その間に発生した地震については比較的大きな規模の地震であっても見落としている可能性があ

る。そのため、国際的な観測網も含めて作成された地震カタログである ISC-GEMカタログとの比較

を行い、いずれか一方のカタログに M7.0 以上として登録されている地震については、規模や震源

位置が異なる場合はあっても対応する地震がもう一方のカタログに掲載されていない事例がない

ことを確認した上で、本評価では 1919年以降の気象庁震源カタログを用いて評価することとした。

しかしながら、観測網の制約により、気象庁震源カタログ及び ISC-GEMカタログのいずれでも見落

としている M7.0 以上の地震がないことを示すものではない。なお、同一の地震でも両カタログに

収録された震源要素に差異があるため、一方のカタログに基づけば評価対象に分類される地震でも、

もう一方のカタログに基づくと、震源位置が評価対象領域の外になったり、Mが 7.0より小さくなっ

たりすることで基準を満たさなくなることもある。本評価では気象庁震源カタログを用いて評価し

たが、仮に ISC-GEMカタログを用いて同様に評価を試行すると、評価対象となる地震が変わるため、

地震の発生確率も変わる（５－４（２）で詳述）。本地域の評価は、観測網の事情により、採用する

地震カタログによって結果が変わりうるような不確実性をもったものであることには十分注意す

る必要がある。 

・南西諸島のいくつかの島々で確認されている隆起痕跡は過去の地震履歴を記録している可能性があ

るが、地震の発生領域や発生様式（タイプ）、規模など地震像に関する十分な資料が得られていない

ことから、現時点ではこれらの情報を用いた評価が困難であると判断した。 

・九州・パラオ海嶺の沈み込み地点付近より西の南西諸島海溝沿いの広域を震源域とする超巨大地震

については、長期評価に必要な科学的知見の収集・整理が現時点では不十分であり、本地域におけ

る最大クラスの地震がどのような地震であるかも不明である。したがって、これらの地震の長期評

価については、今後、新たな知見やデータの収集・整理を図ることにより、その評価が可能と判断

されるに至った時点で実施することにした。なお、南西諸島海溝周辺においては、津波石等の津波

堆積物に関する調査が進んでいるが、３－１－２で述べたとおり、津波石として認定できるものは

先島諸島に限られている。また、奄美大島において報告されている 2,300年前の打ち上げ巨礫の分

布は台風の高波で運搬できるような範囲に収まっている。このことは、過去 2,300 年間において、

これらの巨礫をさらに内陸まで運搬できるような、台風の高波を超える規模を持つ津波が、この地

域では発生していないことを示すものと考えられる。同様に、久高島における打ち上げ巨礫からは、

少なくとも過去約 3,500年間に Mw8.3を超える地震は起きていないと考えられる。これらのデータ

は局所的で年代も限られているため、必ずしも南西諸島海溝沿いで超巨大地震が発生することを否

定するものではないが、少なくとも現時点において、南西諸島海溝沿いで超巨大地震が過去に発生

したことを示すような知見は得られていない。 

・４－３で述べたとおり、南海トラフから南西諸島海溝の全域にわたるプレート間地震や、九州・パ

ラオ海嶺を超えて日向灘を含む南海トラフと南西諸島海溝が連動して発生する超巨大地震につい

ては、長期評価に必要な科学的知見の収集・整理が現時点では不十分と判断した。したがって、こ

れらの地震の長期評価については、今後、新たな知見やデータの収集・整理を図ることにより、そ

の評価が可能と判断されるに至った時点で実施することにした。 

 

（１）南西諸島海溝沿いを震源域とする地震 

南西諸島周辺及び与那国島周辺の巨大地震 

17 世紀以降、南西諸島周辺及び与那国島周辺で発生した巨大地震は 1911 年の喜界島地震（M8.0）

の 1回のみが知られている。今後、この地震と同程度の規模の地震が領域内のどこでも発生する可能
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性はあるものの、発生頻度が不明であることから、将来発生する地震の発生確率は不明とした。なお、

当該領域については細分化するだけの科学的知見がないため広大な領域設定となっている。仮に、当

該領域における地震の発生確率を算出したとしても、当該領域内に散在する島嶼近傍において発生し

被害を及ぼしうる地震の発生確率と大きく異なると考えられる。 

与那国島周辺のひとまわり小さい地震に分類した 1920年の地震（M7.4、Mw8.2）は、カタログによっ

てマグニチュードの推定にばらつきがある。本評価では気象庁震源カタログのマグニチュードに基づ

きひとまわり小さい地震に分類したが、この地震は巨大地震であった可能性がある。 

 

南西諸島周辺のひとまわり小さい地震 

将来発生する地震の規模については、南西諸島周辺で過去に発生したひとまわり小さい地震の規模

から M7.0～7.5程度とした。領域内では、1919年以降の 103年間に M7.0～7.5 程度の地震が 4回発生

している。ただし、当該領域については細分化するだけの科学的知見がないため広大な領域設定と

なっており、当該領域における地震の発生確率は、当該領域内に散在する島嶼近傍において発生し被

害を及ぼしうる地震の発生確率と大きく異なると考えられることから、将来の地震の発生確率は不明

とした。なお、103年間に 4 回の地震が発生していることを踏まえ、仮に、25.8 年に 1回の割合で時

間的にも空間的にも領域内で一様に発生すると考え、ポアソン過程を適用して試算すると、今後 30年

以内の地震発生確率は 70％程度と求められる。しかしながら、この試算値は、他の領域や他の評価に

おいて評価した領域に比べても桁違いに広大な領域に対して、領域のどこかで地震が発生する確率を

求めたものであることに注意が必要である。また、震源決定精度に問題があるため、これら 4回の地

震の中には上盤側（陸側）のプレート内の地震も含まれている可能性があり、この地震発生確率は高

めに見積もられている可能性がある。 

 

与那国島周辺のひとまわり小さい地震 

将来発生する地震の規模については、領域内で過去に発生した地震の規模から M7.0～7.5程度とし

た。領域内では、1919年以降の 103年間に 12回発生しており、複数の地震が続発することもあるが、

同一の震源域で繰り返し発生するという知見は得られていない。したがって、8.6 年に 1 回の割合で

時間的にも空間的にも領域内で一様に発生すると考え、ポアソン過程を適用すると、今後 30 年以内

の地震発生確率は 90％程度以上と推定される。ただし、震源決定精度に問題があるため、これら 12

回の地震の中には上盤側（陸側）のプレート内の地震も含まれている可能性があり、この地震発生確

率は高めに見積もられている可能性がある。 

 

（２）その他の地震 

南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震 

 将来発生する地震の規模については、領域内で過去に発生した地震の規模から M7.0～7.5程度とし

た。領域内では、1919年以降の 103年間に 3回の地震が発生しており、同一の震源域で繰り返し発生

するという知見は得られていない。したがって、34.3年に 1回の割合で時間的にも空間的にも領域内

で一様に発生すると考え、ポアソン過程を適用すると、今後 30 年間の地震発生確率は 60％程度と推

定される。 

 

1771年八重山地震津波タイプ 

津波石等の津波堆積物に関する調査から、先島諸島においては過去に大小様々な津波が襲来してい

たことが明らかになっている。その中でも顕著な被害を伴う巨大な津波が襲来したことが歴史記録に

残っているのは 1771 年八重山地震津波である。1771 年八重山地震津波については地震動を伴ったこ

とは歴史記録に残っているが、大規模な津波が発生した原因については、地震に伴う海底地すべりや

津波地震、分岐断層の活動等の複数の説が提唱されており、現時点で結論は得られていない状況であ

る。また、津波堆積物からは、先島諸島では過去 2,000年間に 1771年の津波と同規模以上の津波が、

1771 年の津波を含めて少なくとも 3 回発生しており、1771 年の津波よりも小さな規模の津波も含め

るとより高い頻度で津波が発生していた可能性も指摘されているが（Araoka et al., 2013）、津波の

主因は明らかではない。よって、1771年の津波も含めて津波の原因となった地震像が明らかではなく、

地震活動として評価することが現時点では困難であることから、本評価では発生確率等を評価しな

かった。次の地震の規模については、1771年の津波と同規模以上の津波が過去に複数回発生していた

可能性を踏まえ、1771年八重山地震津波の津波マグニチュードを参考にして、Mt8.5程度と評価した。

なお、このタイプの津波によると思われる津波堆積物は現時点では先島諸島でのみ報告されている。 
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九州西方沖～沖縄トラフの上盤側（陸側）のプレート内の地震 

本海域では海底に断層が多数存在することが知られているが（文部科学省研究開発局・国立研究開

発法人海洋研究開発機構，2016など）、本評価では個々の断層に関する詳細な評価検討を行うのではな

く、過去の顕著な地震活動を用いた地震発生確率の検討を試みた。 

気象庁震源カタログが整備されている1919年以降の103年間にこの領域内で発生したM7.0以上で深

さ40km以浅の地震は、1922年9月15日（M7.0）、1938年6月10日（M7.2）、2015年11月14日（M7.1）の3回

である（図３－37）。ただし、本領域は先述の南西諸島周辺の評価対象領域と同様に広大であり、当該

領域における地震の発生確率は、当該領域周辺に散在する島嶼近傍において発生し被害を及ぼしうる

地震の発生確率と大きく異なると考えられることから、発生確率は不明とした。なお、103年間に3回の

地震が発生していることを踏まえ、仮に、34.3年に1回の割合で時間的にも空間的にも一様に発生する

と考え、ポアソン過程を適用すると、今後30年以内の地震発生確率は60％程度と試算される。しかしな

がら、この試算値は、本評価の他の領域や他の評価において評価した領域に比べても桁違いに広大な

領域に対して、領域のどこかで地震が発生する確率を求めたものであることに注意が必要である。 

 

５－４ 多様な確率計算手法の試算 

主文で使用した手法及びその確率計算結果については前節に記載したが、本評価の対象領域におけ

る地震発生確率の計算方法はほかにも考えられるため、それらの計算結果の一例を以下に記述する。 

（１）G-R式による評価 

G-R式を適用した結果を示す。この法則を使用すれば、評価対象となる規模の地震が発生していな

い領域でも、過去の地震活動から発生頻度を推定できる。G-R式を適用する地震カタログには気象庁

震源カタログを使用し、b値は検知能力の変化を考慮して 1997年 10月～2016 年 3月（一元化処理

開始以降、自動震源決定手法導入以前）の地震に基づいて推定した。a値は、b値を固定した状態

で、1983年以降の M5以上の地震を用いて推定した。b値の推定は最尤法によって行い、その際の M

下限（図５－２参照）の決定には明田川（2018）の手法を採用した。この手法では、処理能力や検

知能力の限界による b値の過小評価が起きにくいという特徴がある。a値は対象となる M下限以上の

地震数 Nについて観測と G-R式から予想される数が一致するように決定した。確率の計算にはポア

ソン過程を適用した。抽出した規模別の地震数を図５－２に示す。G-R式から計算された各領域の規

模に対応する確率は表２のとおりである。 

なお、G-R式は固有規模の地震に対しては関係が崩れることや、規模別頻度分布が上に凸になる例

もあることが指摘されており（例えば、宇津, 1999）、全てのマグニチュードで G-R式が成立するか

どうか不明であることに留意すべきである。また、計算に用いた地震の数が少ない場合、b値や a値

の推定結果及びそれらから算出される地震発生確率には大きな不確実性が伴うことには注意が必要

である。 
 

表２ 今後 30年間に地震が発生する確率（G-R式・ポアソン過程を適用した場合） 

a値の算出に用いた地震の数が 30未満と少なく、計算結果に大きな不確実性が伴うと思われる

ものに＊を付した。 

 規模 今後 30年以内の 

地震発生確率 

南西諸島周辺のひとまわり小さい

地震 

M7.0以上 

 

90％程度以上注 

与那国島周辺のひとまわり小さい

地震 

M7.0以上 90％程度以上 

南西諸島北西沖の沈み込んだプ

レート内のやや深い地震 

M7.0以上 60％程度 

注 当該領域は広大な領域設定となっており、この発生確率の試算値は、当該領域内に散在する島嶼近

傍において発生し被害を及ぼしうる地震の発生確率と大きく異なると考えられる。そのため、この試算

値は、本評価の他の領域や他の評価において評価した領域に比べても桁違いに広大な領域に対して、領

域のどこかで地震が発生する確率を求めたものであることに注意が必要である。 

 

   

（２）ISC-GEMカタログを使用した場合の評価 
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５－３の留意点でも述べたとおり、南西諸島海溝周辺においては気象庁の観測網展開の変遷に

伴って地震検知能力が時間変化していた。仮に、気象庁の観測網による地震検知能力が低下してい

た時期に M7.0以上の地震が発生し、その地震が気象庁震源カタログに登録されていなかった場合、

気象庁震源カタログを用いて評価すると地震の発生頻度及び地震発生確率を過小評価するおそれが

ある。そのため、気象庁震源カタログと ISC-GEMカタログを比較して、いずれか一方のカタログで

M7.0以上の地震について、規模や震源位置が異なる場合はあっても対応する地震が掲載されていな

い事例がないことを確認した上で、本評価では南西諸島海溝周辺の評価に気象庁震源カタログを使

用した。 

一方で、両カタログでは収録された震央の位置や震源の深さ、マグニチュードに差異があること

も確認された。そのため、いずれのカタログを評価に用いるかによって南西諸島周辺のひとまわり

小さい地震、与那国島周辺のひとまわり小さい地震、南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のや

や深い地震にそれぞれ分類される地震が異なり、それに基づいて推定される地震の発生頻度、地震

の発生確率も変化するなど、採用するカタログによって評価内容が変わり得るような地域であるこ

とがわかった。 

本項では、カタログによる評価内容の変化の一例として、ISC-GEMカタログに掲載された震源要素

を用いた場合の評価を試みた。それぞれのカタログを用いた場合の評価地震と震源要素を対比した

リストを表３－１～３に示した。地震発生確率の試算に当たっては、ISC-GEM カタログの ver8.0の

収録期間である 1904年～2017年の 114年間に発生した地震の回数に基づいて発生間隔を算出した。 

なお、与那国島周辺の領域内で発生した 1920年 6月 5日や 1951年 11月 25日の地震など、ISC-

GEMカタログに掲載された Mwが大きな地震も含まれているが、それらの地震は本評価においては

「与那国島周辺のひとまわり小さい地震」に分類している地震であるため、本試算においても同様

に「与那国島周辺のひとまわり小さい地震」に分類した。 

 

南西諸島周辺のひとまわり小さい地震 

南西諸島周辺で発生したMw7.0以上の地震としては、1911年2月23日（Mw7.0）、1915年3月1日（Mw7.2）、

1916年2月1日（Mw7.4）、1917年7月4日（Mw7.3）、1921年4月2日（Mw7.0）、1923年7月13日（Mw7.4）、1923

年11月4日（Mw7.0）、1923年11月6日（Mw7.2）、1935年12月18日（Mw7.0）、1938年6月16日（Mw7.6）、1942

年3月22日（Mw7.0）、1961年2月27日（Mw7.5）、1961年7月18日（Mw7.0）、1995年10月18日（Mw7.1）、1998

年5月4日（Mw7.5）、2010年2月27日（Mw7.0）の計16回がある。ただし、当該領域については細分化する

だけの科学的知見がないため広大な領域設定となっており、当該領域における地震の発生確率は、当

該領域内に散在する島嶼近傍において発生し被害を及ぼしうる地震の発生確率と大きく異なると考え

られることから、発生確率は不明とした。なお、1904年～2017年の114年間に16回の地震が発生してい

ることを踏まえ、仮に、7.1年に1回の割合で時間的にも空間的にも一様に発生すると考え、ポアソン過

程を適用して試算すると、今後30年以内の地震発生確率は90％程度以上と求められる。しかしながら、

この試算値は、本評価の他の領域や他の評価において評価した領域に比べても桁違いに広大な領域に

対して、領域のどこかで地震が発生する確率を求めたものであることに注意が必要である。また、震源

決定精度に問題があるため、これら16回の地震の中には上盤側（陸側）のプレート内の地震も含まれて

いる可能性があり、この地震発生確率は高めに見積もられている可能性がある。 

 

与那国島周辺のひとまわり小さい地震 

与那国島周辺で発生したMw7.0以上の地震としては、1919年12月21日（Mw7.4）、1920年6月5日（Mw8.2）、

1922年9月2日（Mw7.7）、1922年9月15日（Mw7.0）、1938年9月7日（Mw7.1）、1938年12月7日（Mw7.0）、1951

年10月22日6時34分（Mw7.5）、1951年11月25日（Mw7.8）、1963年2月13日（Mw7.2）、1966年3月13日（Mw7.5）、

1972年1月25日11時06分（Mw7.3）、1972年1月25日12時41分（Mw7.1）、1972年4月24日（Mw7.0）、1978年

12月23日（Mw7.0）、1986年11月15日（Mw7.4）、2002年3月31日（Mw7.1）の計16回がある。したがって、

7.1年に1回の割合で時間的にも空間的にも一様に発生すると考え、ポアソン過程を適用すると、今後

30年以内の地震発生確率は90％程度以上と試算される。ただし、震源決定精度に問題があるため、これ

ら16回の地震の中には上盤側（陸側）のプレート内の地震も含まれている可能性があり、この地震発生

確率は高めに見積もられている可能性がある。 

 

南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震 
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南西諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震について、領域内で発生したMw7.0以上の地

震はISC-GEMカタログには記録されていない。よって、地震の発生頻度が不明であることから、今後30

年以内の地震発生確率の試算値も不明である。 

 

上記のとおり、南西諸島海溝周辺では、評価対象となる地震がカタログによって変わるため、算出さ

れる地震発生確率も変わる。気象庁震源カタログを用いて算出した地震発生確率も含め、評価の不確

定性が大きい海域であることには注意が必要である。 

 

 

表３－１ 気象庁震源カタログ及びISC-GEMカタログを用いた場合の評価地震と震源要素の対比（南西

諸島周辺のひとまわり小さい地震） 

発生日 

マグニチュード 

一方のカタログでのみ評価対象になる地震に

ついて、もう一方が評価対象にならない理由 ISC-GEM 

カタログ（Mw） 

気象庁 

震源カタログ

（M） 

両カタログともに評価対象になる地震 

1923-07-13 7.4 7.3   － 

1998-05-04 7.5 7.7   － 

2010-02-27 7.0 7.2   － 

ISC-GEMカタログでのみ評価対象になる地震 

1911-02-23 7.0 － 気象庁震源カタログの収録期間外 

1915-03-01 7.2 －   〃 

1916-02-01 7.4 －   〃 

1917-07-04 7.3 －   〃 

1921-04-02 7.0 － 気象庁震源カタログのM空欄、震央が領域外 

1923-11-04 7.0 6.7 気象庁震源カタログのMが小さい 

1923-11-06 7.2 6.9   〃 

1935-12-18 7.0 6.9   〃 

1938-06-16 7.6 6.9   〃 

1942-03-22 7.0 6.5 気象庁震源カタログのMが小さく、震央が領域

外 

1961-02-27 7.5 7.0 気象庁震源カタログの震央は日向灘であり、

日向灘のひとまわり小さい地震として評価さ

れている 

1961-07-18 7.0 6.6 気象庁震源カタログのMが小さい 

1995-10-18 7.1 6.9   〃 

気象庁震源カタログでのみ評価対象になる地震 

2002-03-26 6.4 7.0 ISC-GEMカタログのMwが小さい 
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表３－２ 気象庁震源カタログ及びISC-GEMカタログを用いた場合の評価地震と震源要素の対比（与那

国島周辺のひとまわり小さい地震） 

発生日 

マグニチュード 

一方のカタログでのみ評価対象になる地震に

ついて、もう一方が評価対象にならない理由 ISC-GEM 

カタログ（Mw） 

気象庁 

震源カタログ

（M） 

両カタログともに評価対象になる地震 

1920-06-05 8.2 7.4   － 

1922-09-02 7.7 7.4   － 

1951-10-22 06:34 7.5 7.2   － 

1951-11-25 7.8 7.1   － 

1966-03-13 7.5 7.3   － 

1972-01-25 11:06 7.3 7.5   － 

1972-01-25 12:41 7.1 7.2   － 

1972-04-24 7.0 7.3   － 

2002-03-31 7.1 7.0   － 

ISC-GEMカタログでのみ評価対象になる地震 

1919-12-21 05:37 7.4 － 気象庁震源カタログのM空欄 

1922-09-15 7.0 7.0 気象庁震源カタログの震央が領域外 

1938-09-07 7.1 6.6 気象庁震源カタログのMが小さい 

1938-12-07 7.0 6.8   〃 

1963-02-13 7.2 7.3 気象庁震源カタログの震央が領域外 

1978-12-23 7.0 6.9 気象庁震源カタログのMが小さい 

1986-11-15 7.4 6.2   〃 

気象庁震源カタログでのみ評価対象になる地震 

1919-12-21 04:34 6.8 7.5 ISC-GEMカタログのMwが小さい 

1924-07-22 6.9 7.2   〃 

1951-10-22 13:28 6.7 7.0 ISC-GEMカタログのMwが小さく、震央が領域外 

 

 

表３－３ 気象庁震源カタログ及びISC-GEMカタログを用いた場合の評価地震と震源要素の対比（南西

諸島北西沖の沈み込んだプレート内のやや深い地震） 

発生日 

マグニチュード 

一方のカタログでのみ評価対象になる地震に

ついて、もう一方が評価対象にならない理由 ISC-GEM 

カタログ（Mw） 

気象庁 

震源カタログ

（M） 

気象庁震源カタログでのみ評価対象になる地震 

1947-09-27 － 7.4 ISC-GEMカタログの本カタログに掲載されて

おらず、補足カタログにのみ掲載されている

が、Mwが決まっていない 

1958-03-11 7.2 7.2 ISC-GEMカタログの震源が浅い 

1959-04-27 6.9 7.4 ISC-GEMカタログのMが小さい 
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図２－１ 南海トラフから南西諸島海溝周辺にかけての海底地形 

地形は GEBCO Compilation Group（2020）による。 

 

図２－２ 南海トラフとその周辺の海底活断層の分布（地震調査委員会，2013） 

中田・他（2011）に基づき作成。  
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図２－３ 南西諸島海溝周辺の海底断層の分布（海洋研究開発機構提供） 

地形は GEBCO Compilation Group（2021）による。 

 

 

 
図２－４ 南海トラフから南西諸島海溝周辺までのプレート形状モデル（文部科学省研究開発局・国

立研究開発法人海洋研究開発機構，2020b） 

(a)プレート構造（フィリピン海プレートの上面構造）、(b)モデル構築に用いた構造探査測

線と自然地震観測点配置。 
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図２－５－１ フィリピン海プレート上面の推定等深線図（前回の評価及び「南海トラフの地震活動

の長期評価（第二版）」との比較） 
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図２－５－２ フィリピン海プレート上面の推定等深線図（Iwasaki et al., 2015との比較） 
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図２－５－３ フィリピン海プレート上面の推定等深線図（Hayes et al., 2018との比較） 
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図２－５－４ フィリピン海プレート上面の推定等深線図（斎藤，2017との比較） 
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図３－１ 1662年 10月 31日の日向灘の地震の震度分布図（地震調査委員会，2009） 

 

 

 
図３－２ 1662年 10月 31 日の日向灘の地震の震源域及び推定津波波源域 

図内の地点名と数値は羽鳥（1985）による津波遡上高。 
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図３－３ 1662年 10月 31 日の日向灘の地震に関する資料（伊尾木圭衣氏提供） 

(a)1662年の地震に伴って発生した津波によると思われるイベント堆積物（日南市小目

井）、(b)断層モデル、(c)宮崎県太平洋沿岸における津波の高さのシミュレーション結果、

(d)日南市小目井における津波浸水範囲シミュレーション結果。 
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図３－４ 1931年 11月 2日の日向灘の地震の震度分布図 

 

 

 
図３－５ 1931年 11月 2 日、1941年 11月 19日、1961年 2月 27日、1968年 4月 1日、1984年 8月 7

日の日向灘の地震の推定波源域 

Hatori（1969）、羽鳥（1987）に基づき作成。なお、1941 年 11 月 19 日の地震の波源域は、

気象庁震源カタログから推定される震源域（地震調査委員会，2004）とは乖離していること

に留意が必要である。 
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図３－６ 1941年 11月 19日の日向灘の地震の震度分布図 

 

 

 
図３－７ 1961年 2月 27日の日向灘の地震の震度分布図 
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図３－８ 1968年 4月 1日の日向灘の地震の震度分布図 

 

 

 
図３－９ 1968年 4月 1日の日向灘の地震（1968年日向灘地震）の震源モデル（地震調査委員会，

2004） 

相田（1974）、Shiono et al.（1980）、Yagi and Kikuchi（2003）に基づき作成。 
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図３－10 1984年 8月 7日の日向灘の地震の震度分布図 

 

 

 
図３－11 1905年 6月 2日の安芸灘の地震（1905年の芸予地震）の震度分布図（地震調査委員会，2020） 
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図３－12 2001年 3月 24日の安芸灘の地震（平成 13年（2001年）芸予地震）の震度分布 
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図３－13 2001 年 3 月 24 日の安芸灘の地震（平成 13 年（2001 年）芸予地震）に関する資料（気象庁

資料；地震調査委員会，2001b） 
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図３－14 1909年 11月 10 日の宮崎県北部山沿いの地震の震度分布図（地震調査委員会，2004） 

石垣（2007）を参考に作成。 

 

 
図３－15 1911年 6月 15 日の奄美大島近海の地震（喜界島地震）の震度分布図（地震調査委員会，2009） 
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図３－16 1911 年 6 月 15 日の奄美大島近海の地震（喜界島地震）の推定津波波源域と推定津波高（羽

鳥，1988） 
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図３－17 1911年 6月 15 日の奄美大島近海の地震（喜界島地震）の S-P時間に基づく震源推定（後藤，

2013） 

黒の星は後藤（2013）による震源、白の星は宇津（1982）による震源。 

 

 

 
図３－18 1998年 5月 4日の石垣島南方沖の地震の震度分布図  
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図３－19 1998 年 5 月 4 日の石垣島南方沖の地震に関する資料（気象庁資料；地震調査委員会，1998）  
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図３－20 2002 年 3 月 26 日の石垣島近海の地震に関する資料（気象庁資料；地震調査委員会，2002b） 

 

 

 
図３－21 2010年 2月 27日の沖縄本島近海の地震の震度分布図 
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図３－22 2010年 2月 27 日の沖縄本島近海の地震に関する資料（気象庁資料；地震調査委員会，2010） 
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図３－23 2010 年 2 月 27 日の沖縄本島近海の地震に伴う津波に関する資料（気象庁資料；地震調査委

員会，2010） 
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図３－24 2010年 2月 27 日の沖縄本島近海の地震に伴う地殻変動（国土地理院資料；地震調査委員会，

2010） 
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図３－25 1920年 6月 5日の台湾付近の地震の震度分布図 

 

 

 
図３－26 1966年 3月 13日の与那国島近海の地震の震度分布図 
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図３－27 2002年 3月 31日の台湾付近の地震の震度分布図 
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図３－28 2002年 3月 31 日の台湾付近の地震に関する資料（気象庁資料；地震調査委員会，2002b） 
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図３－29 2001年 12月 18日の与那国島近海の地震の震度分布図 
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図３－30 2001 年 12月 18日の与那国島近海の地震に関する資料（気象庁資料） 
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図３－31 1947年 9月 27日の与那国島近海の地震の震度分布図 

 

 

 
図３－32 1958年 3月 11日の石垣島近海の地震の震度分布図 
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図３－33 1959年 4月 27日の与那国島近海の地震の震度分布図 

 

 

 
図３－34 1771年 4月 24 日の石垣島近海の地震（八重山地震津波）に伴う津波の遡上高 

後藤・他（2012）に基づき作成。数値の単位はメートル。津波があった可能性や伝承等が

あるものの、遡上高がはっきりしない島についても島名を付した。震央は宇津（1999）に

よる。 
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図３－35 1771年 4月 24 日の石垣島近海の地震（八重山地震津波）の波源に関する各種モデル（Okamura 

et al., 2018） 

図に示されたオレンジ色の長方形は今村・他（2001）及び Imamura et al.（2008）、黄色の

長方形は Hisamatsu et al.（2014）に示された Miyazawa et al.（2012）、ピンク色の長方

形は Nakamura（2009）に基づくモデル。白い点線で囲まれた範囲は図３－41の描画範囲。 

 

  



 

94 

 
図３－36 先島諸島南方沖の海底地形図（Okamura et al., 2018） 

図の範囲は図３－40の白い点線で囲まれた範囲。幅 30km、長さ 80kmに及ぶ地すべり地形

がみられ、Okamura et al.（2018）は 1771年の津波の波源である可能性があると指摘して

いる。  
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図３－37 九州西方沖～沖縄トラフの上盤側（陸側）のプレート内の地震の領域及び領域内で発生した

M7.0以上の地震の震央分布 

地形は GEBCO Compilation Group（2020）による。 

 

 
図３－38 1938 年 6 月 10 日の宮古島北西沖の地震の推定津波波源域と験潮記録による観測津波高（羽

鳥，1988） 
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図３－39 南西諸島における津波石、台風の高波により運ばれた巨礫、砂質堆積物の分布（後藤，

2017） 

(a)南西諸島の島々の分布、(b)津波石として認定されるものの分布、(c)台風の高波で説明

できる打ち上げ巨礫の分布、(d)津波堆積物の可能性がある砂質堆積物の分布。 
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図３－40 南西諸島における津波堆積物・津波石に基づく過去 3,500年間の古津波履歴（後藤，

2017） 

  



 

98 

 
図３－41 1771年 4月 24 日の石垣島近海の地震（八重山地震津波）によって運ばれたと推定されるハ

マサンゴからなる石垣島東海岸の津波石（後藤和久氏提供） 

 

 

 
図３－42 石垣島における砂質津波堆積物のトレンチ調査の様子（北村晃寿氏提供） 

年代は Ando et al.（2008）に基づく。  
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図３－43 先島諸島における津波堆積物・津波石に基づいた古津波履歴 

後藤（2017）を参考に Ando et al. (2018)のデータを加えた。小元（2012）のデータは個々

のサンゴ礫の年代値を示している。 

 

 
図３－44 喜界島の海岸段丘 

(a)海岸段丘の外観（宍倉正展氏提供）。12万年前頃に形成された更新世海岸段丘は標高 211 

m に達する。(b)完新世海岸段丘と過去の海岸線位置（前杢英明氏提供）。離水サンゴ礁から

なる 4段の海岸段丘が確認される。離水年代は Sugihara et al.（2003）に基づく。  
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図３－45－１ 日向灘及び南西諸島海溝周辺における最近の地震活動（その１）（気象庁資料） 

1995年 1月から 2020年 3月に発生した M3.0以上の地震を表示し、M6.7以上の地震に

ついて、発生年月日、深さ、Mを示した。 

 

 
図３－45－２ 日向灘及び南西諸島海溝周辺における最近の地震活動（その２）（気象庁資料） 

1919年 1月から 2020年 3月に発生した M5.0以上の地震を表示し、M7.0以上の主な地

震について、発生年月日、Mを示した。南西諸島周辺～台湾付近の M5.0以上の地震が

ほぼ漏れなくとらえられているのは、1980年代以降である。  
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図３－46－１ 日向灘及び南西諸島海溝周辺の地殻変動（水平変動ベクトル図）（国土地理院資料） 
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図３－46－２ 日向灘及び南西諸島海溝周辺の地殻変動（上下変動ベクトル図）（国土地理院資料） 
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図３－47 日向灘周辺の地殻変動ベクトル（海上保安庁提供） 

アムールプレート固定。海域の速度は2016年初頭から2019年初頭のGNSS-A観測データ、陸域

の速度は2016年3月から2020年3月までの国土地理院GEONETデータから推定。 

 

 

 
図３－48 沖縄本島周辺の地殻変動ベクトル（沖縄ブロック固定；田所敬一氏提供） 
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図３－49 陸上及び海底地殻変動観測データから推定したプレート間すべり欠損速度分布（科学技術・

学術審議会測地学分科会地震火山部会，2017） 

 

 
図３－50 日向灘～南西諸島海溝沿い北部の小領域（A～K）ごとの準静的すべり速度の時間変化（八

木原，2019） 
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図３－51 日向灘における浅部低周波微動源の分布（Yamashita et al., 2021） 

2013年 5月から 7月の活動を灰色、2014年 3月から 2017年 1月までの活動を赤色の丸でそ

れぞれ示す。青四角は海底地震計の設置位置、黒点線はフィリピン海プレート上面の等深線、

海域の濃い灰色はマグニチュード 7級の地震の震源域を表す。薄緑色の太線は、沈み込んだ

九州・パラオ海嶺の外縁（Yamamoto et al., 2013）を表す。 
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図３－52 超低周波地震の空間分布（浅野・他，2014） 

超低周波地震の分布を赤点で示す。発震機構解は、防災科学技術研究所 F-net の MT カタロ

グに基づく、プレート間地震の分布を表す。青線で囲まれた領域は、プレート間大地震のす

べり域、桃色矩形は 2010 年に発生した豊後水道長期的スロースリップイベントの震源域、

橙点は非火山性の深部低周波微動源の位置を表す。 
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図３－53 1997年 1月から 2013年 11月に発生した四国西部から南西諸島海溝周辺にかけてのスロー

スリップイベント（SSE）の分布（Nishimura, 2014） 

GNSS観測データを用いて比較的継続時間が短い（数十日以下）イベントを対象とした手法

を用いて検出されたもの。(a)断層モデルとスリップベクトル。(b)累積すべり量。(c)累積

発生回数。 

 

 
図３－54 1996年から 2017 年に四国西部から日向灘にかけて発生した長期的 SSEの発生分布（高木，

2018） 

GNSS観測データを用いて比較的継続時間が長い（300日程度）イベントを対象とした手法

を用いて検出されたもの。  

（左図）長期的 SSEの累積すべり量。 

（右図）長期的 SSEの時空間分布。カラーの矩形が Takagi et al.（2019）による推定結果

で点線の矩形は Ozawa（2017）による推定結果。 
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図４－１ 評価対象領域の境界線 

（A）の灰色の破線で囲まれた領域が（B）の描画範囲。地形は GEBCO Compilation Group

（2020）による。 
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図４－２ 日向灘周辺で発生する地震の規模別頻度分布（気象庁資料） 

①1997/10/1～2016/3/31の M0.0以上の地震の規模別頻度分布 

②1983/1/1～2020/3/31の M5.0以上の地震の規模別頻度分布 

Mth：M下限、N：対象となった地震の数、std：b値の標準偏差。白丸は規模別の地震数、青

丸はその規模以上の地震数。 
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図５－１ 南西諸島海溝周辺における震源分布の断面図 

気象庁震源カタログ、1997年 10月 1日～2019年 12月 31日の M2.0 以上、震源の深さ

150km以浅の地震を表示。 
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図５－２ 南西諸島海溝周辺で発生する地震の規模別頻度分布（気象庁資料） 

①1997/10/1～2016/3/31の M0.0以上の地震の規模別頻度分布 

②1983/1/1～2020/3/31の M5.0以上の地震の規模別頻度分布 

Mth：M下限、N：対象となった地震の数、std:b値の標準偏差。白丸は規模別の地震数、青丸

はその規模以上の地震数。 

 

 


